
 

 

 

 

 

 

 

 

第4次那覇市男女共同参画計画  

（なは男女平等推進プラン） 
（那覇市女性活躍推進計画） 

（第二次那覇市配偶者等からの暴力の防止及び被害者支援に関する基本計画） 

令和5年度事業進捗状況 

  



 

1.計画体系全体図   

 

基本目標 基本課題

1 人権が尊重される社会づくり

３ ワーク・ライフ・バランスの推進

（那覇市女性活躍推進計画）

４ あらゆる分野への女性の活躍推進

（那覇市女性活躍推進計画）

(1)固定的な性別役割分担意識の解消

(2)生涯を通した女性の健康づくりの推進

(6)防災への参画の促進

(1)ワーク・ライフ・バランスの意識啓発及び推進

(2)家事・育児・介護など多様なニーズに対応した

支援の拡充

(3)地域活動への参画の促進

(3)多様で柔軟な働き方・就労の促進

(1)政策・方針決定の場への女性の参画推進

５ 暴力のない社会づくり

（那覇市配偶者等からの暴力（ＤＶ）の防止及

(2)ＤＶ等防止のための意識啓発と教育の充実

(3)相談体制及び被害者支援体制の充実

(4)関係機関との切れ目ない支援のための連携・協力

推進体制
個人や個性を尊重し、多様な生き方が認められ

る社会の実現に向けた体制づくり

(1)ダイバーシティを推進する活動拠点施設の機能の拡充

(2)推進体制の充実

(3)ひとり親家庭等への支援の充実

(7)国際社会との協調及び貢献・平和への努力

２ 多様な性を尊重する社会づくり

(1)「性の多様性を尊重する都市・なは」宣言

（レインボーなは宣言）の理念の推進

(2)多様な性を尊重する人権意識の啓発

(4)性の多様性に配慮した環境整備

(5)職場のダイバーシティ（多様性の受容）の推進

(3)職場等におけるＳＯＧＩハラスメント等の根絶

(1)あらゆる暴力の根絶

（第2次那覇市配偶者等からの暴力の防止及び

被害者の支援に関する基本計画）

(2)男女均等な雇用機会と待遇の確保

(4)貧困、高齢、障がい等により困難を抱えた市民が安心

して暮らせる環境の整備

私
た
ち
は
、
性
別
、
世
代
、
地
域
を
越
え
、
互
い
に
協
働
し
、
一
人
ひ
と
り
が
い
き
い
き
と
豊
か
に
暮
ら
せ
る
市
民
社
会
の
実
現
を
め
ざ
し
ま
す
。

(5)ＤＶ等を要因とする子どもの権利・人権の保護

１ 



 

 

 

  

事業の方策

①リプロダクティブ・ヘルス／ライツの意識の浸透 ②妊娠・出産・子育て期における健康支援 ③成人・高齢期の健康づくり

①さまざまな視点を踏まえた本市の防災の計画・政策・方針等の策定 ②災害時の女性や多様な性を生きる人等への支援の拡充

③防災分野への女性の参画促進

①長時間労働の是正を含めた働き方の改善の推進 ②職場環境整備のための事業者への支援 ③育児・介護休暇取得の促進

④優良企業への支援

①出産・子育て支援の拡充 ②保育支援等の充実 ③介護者支援の充実 ④環境整備の推進

①女性の就業・起業・再就職支援 ②高齢者への就業等支援 ③障がい者への就業等支援 ④優良企業への支援

①審議会等への女性の参画推進 ②本市における女性管理職の登用率向上への取組の促進

③女性役員・役職等リーダーがいる企業・団体への支援 ④女性の政治への参画促進 ⑤男女共同参画に関する総合的な情報発信

①医療関係者との連携 ②地域の支援者との連携 ③学校教育施設・児童福祉施設等との連携

④関係機関・団体等との連携 ⑤庁内機関との連携

①市民への正しい理解の普及 ②若年層等への意識啓発・自尊心・自己肯定感を高める教育

①相談者からの多様なニーズへの対応 ②相談員の各種研修への参加 ③相談対応の充実 ④被害者の安全確保の徹底

⑤ＤＶ被害者等の情報保護 ⑥自立に向けた支援 ⑦子どもの保護・支援

①ダイバーシティを推進する活動拠点施設としての「なは女性センター」の機能拡充

②ダイバーシティ推進に関するＮＰＯや団体等との連携

①市職員等の男女共同参画意識の啓発 ②国・県・関係機関との連携

①相談・情報提供の充実 ②ひとり親家庭等の親への就労支援 ③子どもへの支援、子育て・生活支援の充実

④子育てに係る経済的支援、利用負担の軽減 ⑤事業者への啓発支援

①社会制度・慣習の見直し ②家庭における男女平等意識の確立 ③学校における男女平等教育・学習の充実

④地域における男女平等学習の推進 ⑤職場における男女平等意識の高揚

①女性に対するあらゆる暴力の根絶 ②子どもに対するあらゆる暴力の根絶 ③高齢者に対するあらゆる暴力の根絶

④障がい者に対するあらゆる暴力の根絶 ⑤多様な性を生きる人に対するあらゆる暴力の根絶

⑥ジェンダーに基づく、各種メディアにおけるあらゆる人権侵害の根絶 ⑦性暴力・ＤＶ・ストーカー行為等防止の意識づくり

⑧セクシュアル・ハラスメントや他のあらゆるハラスメント防止への意識づくり

①国際規範・基準や国際的な取組の情報提供・周知 ②平和・国際貢献

①レインボーなは宣言の周知・普及 ②那覇市パートナーシップ登録に関する取組の推進 ③多様な性に関する相談・情報提供の充実

④多様な性を生きる人への職場環境の改善や就労支援 ⑤多様な性を生きる人への生活支援

①情報提供・意識啓発活動の充実 ②市職員・教職員等の理解の促進 ③学校における教育・学習の充実

④家庭や地域における啓発活動の推進 ⑤職場における意識の醸成・理解の浸透

①市有施設における性別にとらわれない（だれでも）トイレや更衣室の設置促進 ②学校における環境整備の推進

③企業への情報提供 ④優良企業への支援

①事業者へ関連法令・制度等の情報提供・周知 ②多様な人材の雇用促進のための連携・支援 ③優良企業への支援

①学校におけるＳＯＧＩハラスメントの根絶 ②職場におけるＳＯＧＩハラスメントの根絶

①男女雇用機会均等法等の広報・啓発 ②同一労働・同一賃金制度への意識啓発や体制整備への支援

③女性のライフステージにあったキャリアデザインの支援

①相談・情報提供の充実 ②生活支援の充実 ③事業者への啓発支援

①性別・世代を超えた政策・方針等の策定 ②地域活動における性別役割分担意識の解消 ③地域活動におけるリーダー支援

①子どもの権利・人権を守るための取組

２ 



 

２.担当課一覧（部・課別対応施策件数）（番号） 

部 名 課 名 件数 具体的施策 

総務部 秘書広報課 4 4・8・81・155 

  
平和交流・男女参画課 

（なは女性センター） 

73 

 

1・3・5・7・9・10・11・13・22・24・54・57・66・76・77・79・80・82・83・84・85・

86・87・88・89・90・91・95・97・98・99・102・104・107・113・114・115・118・

130・144・147・149・152・153・154・156・157・158・161・169・170・171・

172・176・178・183・185・187・188・190・192・194・198・199・202・204・

220・227・233・234・235・237・238 

  人事課 12 12・75・78・92・101・109・116・119・148・189・203・236 

  管財課 1 110 

  法制契約課 2 62・168 

  防災危機管理課 2 71・72 

企画財務部 企画調整課 1 2 

市民文化部 市民生活安全課 3 174・175・232 

  まちづくり協働推進課 5 21・139・140・143・222 

  ハイサイ市民課 3 173・209・213 

経済観光部 商工農水課 11 23・38・100・103・108・117・150・159・160・162・215 

環境部 環境政策課 1 146 

福祉部 福祉政策課 2 132・221 

  
福祉政策課（総合福祉センタ

ー） 
1 166 

  障がい福祉課  10 50・56・60・61・124・133・167・182・208・230・ 

  ちゃーがんじゅう課 15 17・33・55・59・128・129・131・134・135・136・163・164・181・207・231 

  保護管理課 8 40・58・177・195・200・206・212・228 

健康部 国民健康保険課 1 214 

  健康増進課 4 28・31・32・142 

  地域保健課  6 16・26・29・49・121・126 

  保健総務課  2 25・48 

こどもみらい部 こども政策課 3 44・63・125 

  こどもみらい課   7 15・45・47・123・138・197・216 

  こども教育保育課 3 64・137・165 

  
こども教育保育課 

（こども発達支援センター） 
1 127 

  子育て応援課 21 
34・35・36・37・39・41・43・46・52・65・122・179・180・191・196・201・205・ 

211・223・226・229 

都市みらい部 都市計画課 1 145 

まちなみ共創 建築工事課 1 111 

部 市営住宅課  3 42・51・210 

生涯学習部 生涯学習課 2 53・141 

  施設課 1 112 

  公民館 4 6・14・30・67 

  図書館 1 151 

学校教育部 学校教育課 17 18・19・20・27・68・69・70・93・94・96・105・184・186・193・218・224・225 

  教育相談課 2 120・219 

  学務課 1 217 

  教育研究所 1 106 

消防局 消防局警防課 1 73 

  消防局総務課 1 74 

  総計 238  再掲含むと 254 

 

３ 



3. 計画関連指標達成状況（2019年～）

策定当初

2017年
（平成29年度）

2019年
（令和元年度）

2020年
（令和2年度）

2021年
（令和3年度）

2022年
（令和4年度）

2023年
（令和5年度）

2023年
（令和5年度）

2028年
（令和10年

度）

１
｢夫は外で働き、妻は家庭を守るべき｣とい
う考え方に「反対」･「どちらかというと反対」
する市民の割合

平和交流・男
女参画課

54.4% － － － － 63.4% 60% 75% 1番

２
社会全体でみた場合、｢男性の方が優遇（どち
らかというと優遇）されている」と思う市民の割合

平和交流・男
女参画課

68% 65.0% － 61.9% － － 30% 20% 1番

３
性の多様性に関する取組に「賛成」･「どち
らかというと賛成」する市民の割合

平和交流・男
女参画課

80.1％ － － 80.6% － 78.4% 85% 90% 1番

４ なは女性センター講座の延べ受講者数
平和交流・男
女参画課

24,961人 26,742人 26,883人 27,002人 27,459人 27,711人 29,160人 32,160人 5番

５
なは女性センター主催講座への男性の参
加率

平和交流・男
女参画課

12% 6.6% 8.9% 12.6% 15.3% 17.5% 20% 30% 11番

６ 公民館講座への男性の参加率 公民館 24.2% － 25.9% 25.3% 22.1% 33.1% 30% 35% 14番

７ 消防団員に占める女性の数
消防局警防
課

12人 － 10人 10人 12人 13人 15人 18人 73番

８
消防吏員に占める女性の割合
（各年４月１日時点）

消防局総務
課

2.6% － 2.1% 2.4% 3.4% 3.7% 3.5% 5% 74番

９
「性的指向・性自認」という言葉の市民認
知度

平和交流・男
女参画課

27.4% － － － － － 35% 50% 80番

番号 評 価 指 標 担当課

実績 目標値（中間年・最終年） 関連
施策
番号

基
本
目
標
1

基
本
目
標
2

中間見直し

31,077人

H29

男女共同参画・

市民意識調査

（参考）

R5

市民意識調査

（参考）

R3

市民意識調査

（参考）

H30

市民意識調査

H30

市民意識調査

R3

市民意識調査
R5

市民意識調査

H29

男女共同参画・

市民意識調査

4



3. 計画関連指標達成状況（2019年～）

策定当初

2017年
（平成29年度）

2019年
（令和元年度）

2020年
（令和2年度）

2021年
（令和3年度）

2022年
（令和4年度）

2023年
（令和5年度）

2023年
（令和5年度）

2028年
（令和10年

度）

番号 評 価 指 標 担当課

実績 目標値（中間年・最終年） 関連
施策
番号

10
｢性の多様性の尊重｣に関する職員研修の
延べ受講者数（H27以降）
（各年度末時点）

平和交流・男
女参画課

471人 685人 685人 685人 706人 736人 831人 1,131人 91番

11
ワーク・ライフ・バランス（仕事と生活の調
査）という言葉の市民認知度

平和交流・男
女参画課

18.3% － － － － － 30% 50% 115番

12
ポジティブ・アクション（積極的改善措置）
に取り組んでいる市内事業者の割合

平和交流・男
女参画課

11.5% － － － － － 20% 30% 115番

13 那覇市男性職員の育児休業取得率
人事課・関係
課

1.4% － 20.8% 41.8% 54.0% 73.9% 7% 14% 119番

14 那覇市男性職員の出産補助休暇取得率
人事課・関係
課

90.1% － 70.1% 80.6% 46.0% 79.7% 95% 100% 119番

15 保育所等利用待機児童数 こどもみらい課 200人 － 153人 37人 23人 48人 0人 0人 123番

16
介護予防リーダー養成講座における男性
修了者の割合

ちゃーがん
じゅう課

33.3% － 0.0% 25.0% 37.5% 15.4% 35% 40% 131番

17
審議会等委員の女性登用率
（各年４月１日時点）

平和交流・男
女参画課（全
庁）

35.3% 31.6% 30.7% 37.7% 38.0% 35.4% 39% 40% 144番

18

審議会等委員について、目標値（男女い
ずれか一方の委員の割合が40％未満にな
らないようにする）を達成した委員会の割合
を増やす

平和交流・男
女参画課

42.2% 46.3% 37.5% 52.1% 59.3% 50.8% 50% 60% 144番

基
本
目
標
2

基
本
目
標
3

基
本
目
標
4

中間見直し

85％

5



3. 計画関連指標達成状況（2019年～）

策定当初

2017年
（平成29年度）

2019年
（令和元年度）

2020年
（令和2年度）

2021年
（令和3年度）

2022年
（令和4年度）

2023年
（令和5年度）

2023年
（令和5年度）

2028年
（令和10年

度）

番号 評 価 指 標 担当課

実績 目標値（中間年・最終年） 関連
施策
番号

19 女性ゼロの審議会等の解消を図る
平和交流・男
女参画課

8件 13件 14件 6件 5件 5件 0件 0件 144番

20
市職員の女性管理職（課長相当職以上）
の割合

人事課・関係
課

13% 16.5% 17.9% 17.9% 17.8% 18.4% 17% 20% 148番

基
本
目
標
5

21
「ＤＶ等の相談窓口を知っている」と回答
する市民の割合

平和交流・男
女参画課

43% － － － 　－ － 50% 60% 190番

「－」表示は、主にアンケート調査未実施のため把握できていない指標です。

基
本
目
標
4

6



 

４. 進捗状況報告書集計結果 施策254個中（再掲含む）  
  
 

 

７ 

各課が令和５年度に取組んだ内容について報告した進捗状況報告書（ｐ9以降）の集計結果です。 

◎:162個(65.9%)

〇:55個(22.4%)

－:29個(11.8%)

基本課題に対する効果

◎効果はあった

〇ある程度効果はあった

－不明

①:234個(95.1%)

②:8個(3.3%)

③:1個(0.4%) ➃:1個(0.4%)

⑤:2個(0.8%)
今後の方向性

①現状のまま継続する

②見直し（変更）：事業を見直し、一部変更のうえ継続す

る

③見直し（代替）：事業を見直し、代替のうえ別事業を実

施する

④廃止（完了）：事業の目標達成及び社会情勢の変化等に

伴い廃止する

⑤事業中断・業務移管・対応不可など

A:222個(87.4%)

B:17個(6.7%)

C:8個(3.1%) D:3個(1.2%)

E:4個(1.6%) 実施状況

A  実施（達成含む）

B 未実施（実施に向けて準備中）

C 未実施（実施不可）…予算や人員不足、所管外など

D 未実施（評価不能）…事業完了・隔年実施など

E 未実施（その他）…緊急業務の発生など



 

5. 基本課題別の実施状況      

 

８ 



  ６．令和５年度「第４次那覇市男女共同参画計画」進捗状況報告書（様式１）

施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

1

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎意識・実態調査による実態
把握・施策展開
　男女共同参画に関する市民・
事業者の意識・実態調査を定
期的に実施し、市民並びに事
業者の実態把握とニーズに
合った施策展開を図ります。

平和交流・
男女参画課

男女共同参画
に関する市民・
事業者の意
識・実態調査
（５年ごと）

Ｄ
次期計画策定前（R8）に実施す
る

－
次期計画策定前（R8）に実施す
る

①

2

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎意識・実態調査による実態
把握・施策展開
　男女共同参画に関する市民
の意識・実態調査を定期的に
実施し、実態把握と市民ニー
ズに合った施策展開を図りま
す。

企画調整課

隔年実施の市
民意識調査に
男女共同参画
に関する調査
項目を入れる

Ａ 市民意識調査 ◎ ①

3

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎男女共同参画に関する情
報の提供
 なは女性センターのホーム
ページや広報紙などの情報量
を拡充させ、男女共同参画に
関する施策や講座企画などを
掲載し、意識啓発のための情
報提供を図ります。

平和交流・
男女参画課

センターだより
や市広報紙、
ホームページ・
ＳＮＳ等の活
用、意識啓発
のための広報
紙の充実

Ａ

SNS（Instgram）を利用し、女性
センターに関する情報の発信や
講座の周知を行った。また、男女
共同参画に関する海外研修に参
加した市民の感想を掲載するな
ど、様々な広報に取り組んだ。

○ ①

4

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎男女共同参画に関する情
報の提供
 なは女性センターのホーム
ページや広報紙などの情報量
を拡充させ、男女共同参画に
関する施策や講座企画などを
掲載し、意識啓発のための情
報提供を図ります。

秘書広報課
市広報紙、市
ホームページ・
SNS等の充実

Ａ

広報なは市民の友において、毎
月「なは女性センター」の枠を設
け広報している。
ピンクドット沖縄などのイベントを
取材し、広報紙とSNSで情報発信
した。

◎ ①

5

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎男女共同参画の視点からの
学習機会の提供・充実
　男女共同参画に関する正し
い理解と認識を深め、トートー
メー問題をはじめとする、慣習
の見直しを図り、社会参画への
市民意識の啓発を図るための
講座や情報の提供を行いま
す。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ａ

・5月27日（土）講座「ダイバーシ
ティ＆インクルージョン（Diversity
＆Inclusion）～違いを認め、つな
がり合う社会に向けて～」

◎ ①

6

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎男女共同参画の視点からの
学習機会の提供・充実
　男女共同参画に関する正し
い理解と認識を深め、トートー
メー問題をはじめとする、慣習
の見直しを図り、社会参画への
市民意識の啓発を図るための
講座や情報の提供を行いま
す。

公民館 公民館講座 Ａ

（小禄南公民館）
成人講座「ヒヌカンとトートーメー」
（石嶺公民館）
成人講座「よりよい未来のための
そうぞく」

◎ ②

アンケート結果も好評なため企画
として継続したい。
講師や市民ニーズによって内容
が毎年変更となることがある。

7

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎市の刊行物に関するガイド
ラインの普及啓発
　固定的な性別役割分担意識
からくる表現など、男女共同参
画の推進にふさわしくない表現
を行わないために市職員へ国
のガイドラインの普及啓発に努
めます。

平和交流・
男女参画課

国のガイドライ
ンの職員への
普及啓発、市
のガイドライン
策定に向けた
検討

Ｂ
市のガイドライン策定に向けた業
務を行う時間が確保できなかった

－
他自治体で作成されたガイドライ
ンの事例を収集する

①

8

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見

直し

◎市の刊行物に関するガイド
ラインの普及啓発
　固定的な性別役割分担意識
からくる表現など、男女共同参
画の推進にふさわしくない表現
を行わないために市職員へ国
のガイドラインの普及啓発に努
めます。

秘書広報課

広報・広聴担
当者研修等で
の情報提供・

意識啓発

Ａ
広報広聴主任研修を実施。その
際資料を配布。

◎ ①

9

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎ジェンダー平等と女性等の
エンパワーメントの推進
　男女共同参画に関するジェ
ンダーの視点に立った取組や
女性等のエンパワーメントへの
取組を積極的に推進します。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知

Ａ

・5月27日（土）講座「ダイバーシ
ティ＆インクルージョン（Diversity
＆Inclusion）～違いを認め、つな
がり合う社会に向けて～」
・6月17日（土）「性の多様性と人
権～レインボーフラッグをかかげ
て～」
・9月2日（土）講座「ハンセン病と
女性」
・2月3日（土）講座「刑法（性犯罪
規定）改正～何がどう変わったの
か～」

◎ ①

10

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

①社会制
度・社会
慣習の見
直し

◎「那覇市男女平等週間」の
周知と理解の促進
　社会のあらゆる分野で男女平
等が確立できることを目的とし
た意識啓発活動を実施しま
す。

平和交流・
男女参画課

市の広報紙、
ホームページ、
ＳＮＳ，センター
講座、パンフ
レット等による
意識啓発・情
報提供

Ａ

・R5年9月20日～9月30日に、な
は市民協働プラザ1階通路に、パ
ネルを展示した。
・市民の友・センターだより・ホー
ムページで情報提供した。

○ ①

11

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の
確立

◎ワーク・ライフ・バランス（仕
事と生活の調和）の意識啓発
　ワーク・ライフ・バランスの実
現に向け、国や県などの関係
機関と連携し、企業に働きか
け、仕事と生活がともに充実で
きるよう、超過勤務の削減や有
給休暇の取得率を高める等の
意識啓発を推進します。
　また、男性の家事・育児・介
護への参画を促進するための
意識啓発・学習機会の提供に
取り組みます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知

Ａ

ワークライフバランスの意識啓発
に関する厚生労働省のポスター
及びチラシを、なは女性センター
にて掲示・配架した。

○ ①

評
価
指
標

実施状況 　　Ａ：実施　　Ｂ：未実施（実施に向けて準備中）　　Ｃ：未実施（実施不可）…予算や人員不足、所管外など　　Ｄ：未実施（評価不能）…事業完了・隔年実施など
　　Ｅ：未実施（その他）…緊急業務の発生など

基本課題に
対する効果

　　◎：効果はあった　　〇：ある程度効果はあった　　△：あまり効果はなかった　　×：効果はなかった　　－：未実施の為、不明

今後の方向性
　　①継続：現状のまま継続する　　　②見直し（変更）：事業を見直し、一部変更のうえ継続する　　　③見直し（代替）：事業を見直し、代替のうえ別事業を実施する
　　④廃止（完了）：事業の目標達成及び社会情勢の変化等に伴い廃止する　　　⑤その他：事業中断・業務移管・対応不可など

9



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

12

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の

確立

◎ワーク・ライフ・バランス（仕
事と生活の調和）の意識啓発
　ワーク・ライフ・バランスの実
現に向け、国や県などの関係
機関と連携し、企業に働きか
け、仕事と生活がともに充実で
きるよう、超過勤務の削減や有
給休暇の取得率を高める等の
意識啓発を推進します。
　また、男性の家事・育児・介
護への参画を促進するための
意識啓発・学習機会の提供に
取り組みます。

人事課

職員研修や情
報提供、ノー残
業デー強化月
間の実施

Ａ

①新採用後期研修にて「両立支
援制度」の講義を実施。
②ノー残業デー強化月間（8月）
を実施
　各職員のパソコンへメッセージ
を配信（ポップアップ）。インフォ
メーションへ定時退庁を促す案
内を掲載。19時に本庁舎執務室
の一斉消灯等。
　期間の平均在庁率は13％、前
月比９％減（改善）。

◎ ①

13

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の
確立

◎家庭における男女平等意識
の推進
　家事関連の主な担い手となっ
ている女性の負担軽減のた
め、男女共同参画についての
理解を含め、男性の家事・育
児・介護への参画を促進する
ための意識啓発に取り組みま
す。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ｂ

令和4年度には男性育休取得の
意識啓発に関する講座を行って
おり、令和5年度は別のテーマの
講座を優先的に実施。

－
令和6年度には、男性のための介
護講座を予定している。

①

14

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の
確立

◎家庭における男女平等意識
の推進
　家事・育児は女性の仕事では
なく、パートナーがそれぞれ自
分のこととして分担するべきこと
であるということを理解するため
に、男性の家事・育児への参画
を促進するための意識啓発に
つながるよう、公民館講座を通
して、必要な知識と情報を提供
します。

公民館 公民館講座 Ａ

（ほしぞら公民館）
沖縄県内で唯一開催！「“わが
街なは”de楽しく学ぶ『宇宙の学
校』」
「親子星空教室」
「パパと一緒に楽しむ♪HIP HOP
ダンス！」
（小禄南公民館）
乳幼児学級「ぽっかぽからんど」
（首里公民館）
青年講座「Bistort　首里」
（若狭公民館）
子育てフォーラム「パートナー間
の育児環境を考える」
（石嶺公民館）
乳幼児学級「すくすくひろば～心
とからだを育む楽しい子育て～」
（繁多川公民館）
繁多川おやこそだて園

◎ ②

アンケート結果も好評なため企画
として継続したい。
講師や市民ニーズによって内容
が毎年変更となることがある。

15

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の
確立

◎子育てにおけるパートナー
間の協働意識の推進
 子育てはパートナー間で協働
して責任を担うべきものであると
いう意識の浸透を図るとともに、
子育て支援を推進します。

こどもみらい
課

子育て応援ガ
イドの作成・配
布、子育て世
代包括支援セ
ンター事業の
実施、男性向
け子育て講座
の実施

Ａ

①親子健康手帳交付時にパート
ナーのサポート体制を確認した
り、パートナーが来所時は出産・
育児への理解、サポートすること
等の保健指導を実施した（対面
相談）。
②子育て応援ガイド（15,000部）
やポスター（700部）を作成し、配
布をおこなった。
③相談業務を通して、各種サー
ビスの案内、関係機関への繋ぎ
をおこなった。
④主に父親を対象とした育児講
座（ふれあい遊び）を実施した。ま
た、地域子育て支援センターに
おいて、毎週土曜日の午前中に
パパママ一緒にあそぼうDAYを
実施。（子ども教育保育課）

○ ①

16

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の

確立

◎子育てにおけるパートナー
間の協働意識の推進
 子育てはパートナー間で協働
して責任を担うべきものであると
いう意識の浸透を図るとともに、
子育て支援を推進します。

地域保健課

親子健康手帳
交付時及び乳
幼児健診にお
ける保健指導

Ａ 乳幼児健診事業 ◎ ①

17

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

②家庭に
おける平
等意識の
確立

◎要介護者と介護者が安心し
て暮らすための取組
　将来的な介護人口の増加が
予測される中で公的サービスを
利用した介護の促進等家族の
負担軽減のための制度情報の
提供や、介護予防のための意
識啓発を行い、介護される側も
介護する側も、家族が安心して
暮らせるための支援を推進しま
す。
また、介護離職をさせないよう
な本市の施策の実施に向け、
取り組みます。

ちゃーがん
じゅう課

介護予防リー
ダー養成講
座、認知症介
護家族向け教
室等の開催な
ど、地域包括
支援センター
の取組の促進

Ａ

①介護予防リーダー養成講座、
介護予防リーダーの為の実践・養
成講座の開催、
認知症介護家族向け教室等の
開催

◎ ①

18

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

③学校に
おける平
等教育・
学習の充
実

◎各種メディアにおける人権
侵害防止への取組
　インターネットやＳＮＳ等にお
ける人権侵害の被害防止や啓
発活動、学習機会や情報の提
供及び相談対応等の支援、関
係機関との連携に努めます。

学校教育課

校長連絡協議
会・教頭連絡
会・生徒指導
主事連絡協議
会での情報提
供

Ａ
各種研修・協議会等で各学校へ
の広報周知を行った。

○ ①

19

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

③学校に
おける平
等教育・
学習の充
実

◎学校教育における男女平
等・人権尊重の意識を高める
学習機会の充実
　小中学校へ男女共同参画意
識の啓発につながる、男女平
等・人権尊重についての作文コ
ンクールへの参加を促します。

学校教育課

男女平等・人
権尊重につい
ての作文コン
クール等の周
知・広報活動

Ａ
人権作文コンクール等への取組
を周知した。

○ ①

20

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

③学校に
おける平
等教育・
学習の充
実

◎個性を重視した進路指導・
キャリア教育の充実
　児童生徒一人ひとりが自らの
生き方、能力、適性を考え、固
定的な性別役割分担にとらわ
れずに、主体的に進路を選択
できる能力を身につけられるよ
う、進路指導、キャリア教育の
充実・推進に努めます。

学校教育課 キャリア教育 Ａ

①キャリア教育の視点を踏まえた
教育課程の編成、身に付けさせ
たい４つの力「かふやみ」の視点
を意識した授業の実施
②地域・企業等と連携した体験
活動等の充実
③児童生徒の学びをつなぐ「キャ
リア・パスポート」の活用

○ ①

10



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

21

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

④地域に
おける男
女平等学
習の推進

◎地域活動を通した、男女平
等学習の推進
　自治会等と連携を取りなが
ら、本市のさまざまな広報媒体
を利用した情報発信を行い、
若い世代が活動に参画しやす
い環境を整えるなど、男女平等
学習を推進していきます。

まちづくり協
働推進課

自治会定例
会、自治会長
会連合会等の
場における学
習機会の確保

Ａ

・毎月の自治会定例会の場での
情報共有
・各小学校区まちづくり協議会の
定例会等の場での情報共有

○ ①

22

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

⑤職場に
おける平
等意識の
高揚

◎雇用に関する法令・運用の
周知と実態に関する情報提供
　国や県と連携して、男女雇用
機会均等法や女性活躍推進
法等、雇用に関する法令等に
ついて、社会一般の認識と理
解を深め、雇用管理が適正に
実施されるよう周知・啓発に努
め、先進事例やモデル事業等
の紹介を実施します。

平和交流・
男女参画課

国・関係機関
からの通知等
の情報提供

Ａ

・市ＨＰにて、女性活躍推進法
「見える化サイト」について掲載
・市HPにて、女性活躍推進法に
基づくえるぼし認定を受けた企業
を掲載

○ ①

23

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（１）固
定的な
性別役
割分担
意識の
解消

⑤職場に
おける平
等意識の

高揚

◎雇用に関する法令・運用の
周知と実態に関する情報提供
　国や県と連携して、男女雇用
機会均等法や女性活躍推進
法等、雇用に関する法令等に
ついて、社会一般の認識と理
解を深め、雇用管理が適正に
実施されるよう周知・啓発に努
め、先進事例やモデル事業等
の紹介を実施します。

商工農水課
国・関係機関
からの通知等
の情報提供

Ａ

「不妊治療と仕事との両立サポー
トハンドブック」、「不妊治療を受
けながら働き続けられる職場づく
りのためのマニュアル」のHP掲
載。

○ ①

24

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

①リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツ（性
と生殖に
関する健
康と権利）
の意識の
浸透

◎性と生殖に関する健康と権
利の理解と「女性の健康と権
利」の尊重を深めるための学
習機会の提供および啓発活
動の推進
　各年齢層に応じて、性に関す
る正しい知識と自己決定能力
を身につけ、相互に理解・尊重
しあえるような教育や意識啓発
に努めます。
　産むか産まないかの選択、安
全な避妊、妊娠、出産に関し
て、情報提供や学習会を開催
します。一方、避妊や緊急時の
対応（アフターピル等）、中絶も
含め、女性のリスクを軽減する
ための性教育等の実施に努め
ます。
　また、生涯を通した女性の健
康づくりの推進に関する情報提
供や講座を開催します。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ａ

・7月22日（土）講座「今こそ受け
たい『性教育』～学び伝えていく
ために～」
・10月7日（土）講座「フェムテック
と『女性の健康』～生理・妊活・更
年期～」

◎ ①

25

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

①リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツ（性
と生殖に
関する健
康と権利）
の意識の

浸透

◎性と生殖に関する健康と権
利の理解と「女性の健康と権
利」の尊重を深めるための学
習機会の提供および啓発活
動の推進
　各年齢層に応じて、性に関す
る正しい知識と自己決定能力
を身につけ、相互に理解・尊重
しあえるような教育や意識啓発
に努めます。
　産むか産まないかの選択、安
全な避妊、妊娠、出産に関し
て、情報提供や学習会を開催
します。一方、避妊や緊急時の
対応（アフターピル等）、中絶も
含め、女性のリスクを軽減する
ための性教育等の実施に努め
ます。
　また、生涯を通した女性の健
康づくりの推進に関する情報提
供や講座を開催します。

保健総務課

性感染症など
に関する情報
提供、ＨＩＶ・梅
毒・クラミジア
検査の実施、
性感染症の正
しい知識の普
及啓発

Ａ

①HIV・性感染症検査の実施
（クラミジア検査は休止）
令和5年度検査実績
ＨＩＶ：364件、 梅毒：364件
HTLV-1：24件

②予防や知識の普及啓発
・ＨＩＶ等の性感染症への検査の
案内を市民の友や新聞社の無料
広告欄へ掲載。
・毎年６月第１週のHIV検査普及
週間及び12月１日の世界エイズ
デーに合わせた検査拡充やパネ
ル展を行うことにより、より多くの方
に検査を受検してもらうよう取り組
みを行っている。

○ ①

26

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

①リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツ（性
と生殖に
関する健
康と権利）
の意識の

浸透

◎性と生殖に関する健康と権
利の理解と「女性の健康と権
利」の尊重を深めるための学
習機会の提供および啓発活
動の推進
　各年齢層に応じて、性に関す
る正しい知識と自己決定能力
を身につけ、相互に理解・尊重
しあえるような教育や意識啓発
に努めます。
　産むか産まないかの選択、安
全な避妊、妊娠、出産に関し
て、情報提供や学習会を開催
します。一方、避妊や緊急時の
対応（アフターピル等）、中絶も
含め、女性のリスクを軽減する
ための性教育等の実施に努め
ます。
　また、生涯を通した女性の健
康づくりの推進に関する情報提
供や講座を開催します。

地域保健課
中学・高校と連
携した思春期
教室

Ａ

思春期健康教育の実施
・市立中学校17校
・若夏分校
・教育相談課
・県立高校9校
・市立小学校26校
・発達支援センターのびっと
（合計75回実施）

◎ ①

11
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27

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

①リプロダ
クティブ・
ヘルス／
ライツ（性
と生殖に
関する健
康と権利）
の意識の

浸透

◎性と生殖に関する健康と権
利の理解と「女性の健康と権
利」の尊重を深めるための学
習機会の提供および啓発活
動の推進
　各年齢層に応じて、性に関す
る正しい知識と自己決定能力
を身につけ、相互に理解・尊重
しあえるような教育や意識啓発
に努めます。
　産むか産まないかの選択、安
全な避妊、妊娠、出産に関し
て、情報提供や学習会を開催
します。一方、避妊や緊急時の
対応（アフターピル等）、中絶も
含め、女性のリスクを軽減する
ための性教育等の実施に努め
ます。
　また、生涯を通した女性の健
康づくりの推進に関する情報提
供や講座を開催します。

学校教育課

性に関する理
解・尊重を深め
るための授業
等の実施・性
感染症予防に
ついての意識
啓発、情報提
供等

Ａ

市内小中学校を対象に「思春期
教室」を実施し、思春期の身体の
変化、こころの変化、妊娠経過や
胎児の成長、女性の性周期、
デートDV等について学ぶ機会を
設けた。

◎ ①

28

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

②妊娠・
出産・子
育て期に
おける健
康支援

◎妊娠時・出産・育児期の不
安解消のための電話等による
相談、子育てネットワークづくり
の促進
　妊産婦期や育児期の不安に
対する相談を電話・面談、自宅
訪問などにより、育児不安を軽
減するよう努め、母子の心身の
健康保持・増進を図ります。離
乳食教室などを開催し、参加
者同士の交流を図ります。

地域保健課

来所・電話・訪
問による妊産
婦栄養相談、
離乳食教室

Ａ

①保育士による相談件数1791
件、うち地域保健課との連携７５７
件
②妊産婦栄養相談　延313名、
離乳職教室　9回実施　延131名
参加

◎ ④
①移管課にて利用者支援事業と
して継続
②移管課で継続実施

29

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

②妊娠・
出産・子
育て期に
おける健
康支援

◎妊娠時・出産・育児期の不
安解消のための電話等による
相談、子育てネットワークづくり
の促進
　妊産婦期や育児期の不安に
対する相談を電話・面談、自宅
訪問などにより、育児不安を軽
減するよう努め、母子の心身の
健康保持・増進を図ります。離
乳食教室などを開催し、参加
者同士の交流を図ります。

地域保健課

電話・来所・訪
問による相談
指導、母子保
健推進員活動

Ａ

①保健師・助産師による相談指
導を実施。令和5年度の訪問延
べ1,883件、電話相談等延べ
12,323件実施
②母子保健推進員による健診未
受診者への家庭訪問数551件実
施

◎ ①

30

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

②妊娠・
出産・子
育て期に
おける健
康支援

◎妊娠時・出産・育児期の不
安解消のための電話等による
相談、子育てネットワークづくり
の促進
　妊産婦期や育児期の不安に
対する相談を電話・面談、自宅
訪問などにより、育児不安を軽
減するよう努め、母子の心身の
健康保持・増進を図ります。離
乳食教室などを開催し、参加
者同士の交流を図ります。
　公民館では、乳幼児学級な
どを通して保護者の育児不安
の解消を図るとともに、参加者
同士のネットワークづくりを推進
します。

公民館 公民館講座 Ａ

（中央公民館）
音脳English リトミック＆お口のケ
ア
ぴよぴよ学級～パパとママの
Time for healing and learning
～
（ほしぞら公民館）
沖縄県内で唯一開催！「“わが
街なは”de楽しく学ぶ『宇宙の学
校』」
「親子星空教室」
「パパと一緒に楽しむ♪HIP HOP
ダンス！」
（小禄南公民館）
乳幼児学級「ぽっかぽからんど」
（首里公民館）
家庭教育学級「自己肯定感をは
ぐくむ　Ｒ５」
乳幼児学級「～わたしの育児スタ
イル～　家族のカタチ」
（石嶺公民館）
乳幼児学級「すくすくひろば～心
とからだを育む楽しい子育て～」
（繁多川公民館）
繁多川おやこそだて園

◎ ②

アンケート結果も好評なため企画
として継続したい。
講師や市民ニーズによって内容
が毎年変更となることがある。

31

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

③成人・
高齢期の
健康づくり

◎メタボリック症候群の解消な
ど、生活習慣病対策の充実
　一般健康診査（生保健診）及
び各種がん検診等の実施、周
知徹底を図り、早期発見に努
め、栄養指導・運動指導等、生
活習慣の改善による生活習慣
病の予防・健康保持増進につ
なげます。

健康増進課

20～30代生活
習慣病予防健
診・保健指導
事業、がん検
診事業、食の
健康づくり事
業、タバコに関
する講演会等
の実施、パネル
展示

Ａ

①受診券発行数468件、年度内
受診者数372名（R5より医療機関
へ健診委託）

②対象者へ受診券を交付し、が
ん検診の受診勧奨を実施

③食の環境づくり事業検討委員
会　1回、広報活動（市民の友、
ホームページ、イベント時、
Instagram）、食の健康づくり応援
団登録数（32店舗）、なはベジ協
力店登録数（50店舗）。

④CKDパネル展２回実施（4/23市
民公開講座、3/23健康フェア）

○ ①

32

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

③成人・
高齢期の
健康づくり

◎メタボリック症候群の解消な
ど、生活習慣病対策の充実
　特定健康診査・特定保健指
導の実施、周知徹底を図り、早
期発見に努め、栄養指導・運
動指導等、生活習慣の改善に
よる生活習慣病の予防・健康
保持増進につなげます。

健康増進課

特定健診、特
定保健指導、
生活習慣病重
症化予防の保
健指導、生活
習慣病予防講
演会

Ａ

①土日・夜間の集団健診や庁舎
内等でのまちかど健診の実施、
はがき・電話による受診勧奨を実
施
②③結果説明会実施回数142
回、来所や訪問での個別保健指
導(都度)、糖尿病性腎症重症化
予防プログラム、20・30代の保健
指導
④ちゃーがんじゅう課、国民健康
保険課と連携して実施。地域包
括支援センター13か所と連携し、
個別支援（延べ932件）、健康教
室（実施回数45回、参加人数414
人）、健康状態不明者の訪問（40
件）実施。

○ ①

33

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（２）生
涯を通
した健
康づくり
の推進

③成人・
高齢期の
健康づくり

◎高齢者の健康づくりや、寝
たきりにならないための介護予
防事業の展開
　地域の自治会やサークル、ふ
れあいデイサービス会場におい
て、健康講演会や体操、ミニ健
康講座を開催し、高齢者の健
康づくりや介護予防の取組を推
進します。

ちゃーがん
じゅう課

地域ふれあい
デイサービス事
業、一般介護
予防事業

Ａ

①地域ふれあいデイサービス事
業の実施
②一般介護予防事業として、筋
力アップ教室、介護予防講演会
の開催、地域包括支援センター
による介護予防教室の開催

◎ ①

12
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基本
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34

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

①相談・
情報提供
の充実

◎相談窓口の機能向上、効
率化
　児童扶養手当の現況届の受
付の機会をとらえ、情報提供の
場として積極的な活用を図りま
す。
 ひとり親家庭の自立支援を図
るための各種制度や子育て
サービスの利用について、制度
周知、手続き支援など相談窓
口の機能充実を図ります。

子育て応援
課

母子・父子自
立支援員・家
庭相談員によ
る相談対応
職員研修

Ａ

・母子・父子自立支援員による相
談対応
・職員及び会計年度任用職員研
修（全国母子・父子自立支援員
研修会、養育費等の相談支援に
関する全国研修会、こども家庭庁
離婚前後親支援モデル事業説
明会等）
・家庭相談員による相談対応

◎ ①

35

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

①相談・
情報提供
の充実

◎支援制度の周知、情報提
供の充実
　本市が実施する事業のみな
らず、市民の皆さんが利用でき
る県等の事業について、パンフ
レット等の紙媒体、ホームペー
ジやＳＮＳ等を活用し、支援を
必要とする市民に情報が届くよ
う、制度や情報の周知を強化し
ます。

子育て応援
課

ひとり親家庭向
けチラシ・ハン
ドブック等の配
布、ホームペー
ジ等での制度
周知

Ａ
ひとり親家庭向けチラシ等の配
布、ホームページ等での制度周
知

◎ ①

36

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

①相談・
情報提供
の充実

◎子どもの養育費に関する取
り決めや確保に向けた支援
　児童が安心して学び、成長
することができるよう、子の養育
に関する法的義務について周
知し、養育費の取決め書の作
成や確保について、県などの
専門機関と連携した支援に取り
組みます。

子育て応援
課

関連する窓口
でのパンフレッ
ト配布等による
制度周知、案
内の拡充

Ａ

関連する窓口でのパンフレット配
布等により制度周知を図り、実施
されている県等の支援窓口を案
内。
令和6年度より本市で実施する新
規事業（養育費の履行確保等支
援事業）に関する各種調整を
行った。

◎ ③

令和6年度より「養育費の履行確
保等支援事業」を実施
①養育費の取り決めに関する弁
護士の法律相談の支援
②公正証書の作成支援
③養育費に係る保証契約におけ
る保証料の支援

37

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

②ひとり
親家庭等
の親への
就労支援

◎安定した就業に向けた能力
開発、資格取得支援、ひとり
親家庭への就労相談の充実
に向けて
　母子・父子自立支援員が相
談にのるとともに、グッジョブセ
ンターおきなわなどの専門機
関へのつなぎを強化します。
　正規雇用、安定的な就業に
結びつきやすい技術や資格の
取得等のための給付金支給等
を引き続き実施するとともに、
学び直しを支援します。
　また、実践的な就職活動への
支援が必要な方に対して、就
職活動の仕方や職業紹介など
の就労支援を、母子・父子セン
ター（職業紹介すみれ）を中心
に行います。

子育て応援
課

ひとり親家庭自
立支援教育訓
練給付金、ひと
り親家庭高等
職業訓練促進
給付金、
ひとり親家庭高
等学校卒業程
度認定試験合
格支援事業
母子家庭等職
業自立支援事
業

Ａ

①ひとり親家庭自立支援教育訓
練給付金
②ひとり親家庭高等職業訓練促
進給付金
③ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業
④母子家庭等職業自立支援事
業

◎ ①

38

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

②ひとり
親家庭等
の親への
就労支援

◎女性の職業選択肢を広げる
ための幅広い情報提供の強
化を図る
　女性があらゆる分野の職域に
進出できるよう、講座等の開設
や情報の提供を実施します。ま
た、関係機関とも連携しながら
広く市民へ周知啓発していきま
す。

商工農水課

なはし創業・就
職サポートセン
ターにおける就
職支援セミ
ナー、就職相
談等

Ａ

・「就活メイクのポイント」、「超初
心者向けパソコン基礎講座」、
「就職活動のための時間管理」と
いった女性の社会復帰にも活用
できるセミナーを開催。
・就職相談等の実施

◎ ①

39

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

③子ども
への支
援、子育
て・生活
支援の充
実

◎子どもへの支援
　支援が必要な家庭の子ども
に対し、基本的な生活習慣の
習得や、学ぶ意欲を醸成、高
校進学に向けた学力向上を図
ります。
また、就職等に向けて高校卒
業資格の取得を目指す方を支
援することで、将来的な自立に
向けた力を育みます。

子育て応援
課

ひとり親家庭学
習支援事業
ひとり親家庭高
等学校卒業程
度認定試験合
格支援事業

Ａ
①ひとり親家庭学習支援事業
②ひとり親家庭高等学校卒業程
度認定試験合格支援事業

◎ ①

40

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

③子ども
への支
援、子育
て・生活
支援の充
実

◎子どもへの支援
　支援が必要な家庭の子ども
に対し、基本的な生活習慣の
習得や、学ぶ意欲を醸成、高
校進学に向けた学力向上を図
ります。
また、就職等に向けて高校卒
業資格の取得を目指す方を支
援することで、将来的な自立に
向けた力を育みます。

保護管理課
居場所型学習
支援事業

Ａ

支援が必要な家庭の子どもに対
し、居場所型学習支援事業いわ
ゆる無料塾を実施し、安心して過
ごし、学ぶことのできる場の提供
を行い、自立に向けた意欲喚起
や学習意欲等の向上を図った。

◎ ①

41

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

③子ども
への支
援、子育
て・生活
支援の充
実

◎子育て及び生活支援
　ひとり親家庭の生活一般、子
育てに関する課題に対応する
ため、母子・父子自立支援員
や家庭相談員が相談支援を行
います。日常生活を支援する
ヘルパーの派遣、母子生活支
援施設を活用した自立支援を
行うなど、ひとり親家庭等への
支援の充実を図ります。

子育て応援
課

母子・父子自
立支援員・家
庭相談員によ
る相談対応
ひとり親家庭等
日常生活支援
事業、母子及
び父子家庭自
立支援給付金
事業、母子・父
子福祉セン
ター及び母子
生活支援施設
を活用した事
業の実施

Ａ

・母子・父子自立支援員による相
談対応
・ひとり親家庭等日常生活支援事
業
・母子及び父子家庭自立支援給
付金事業
・母子・父子福祉センター及び母
子生活支援施設を活用した事業
の実施
・ひとり親家庭向けチラシ・ハンド
ブック等の配布、ホームページ等
での制度周知

◎ ①

35

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

①相談・
情報提供
の充実

【再掲】◎支援制度の周知、
情報提供の充実
　本市が実施する事業のみな
らず、市民の皆さんが利用でき
る県等の事業について、パンフ
レット等の紙媒体、ホームペー
ジやＳＮＳ等を活用し、支援を
必要とする市民に情報が届くよ
う、制度や情報の周知を強化し
ます。

子育て応援
課

ひとり親家庭向
けチラシ・ハン
ドブック等の配
布、
ホームページ
等での制度周
知

Ａ
ひとり親家庭向けチラシ等の配
布、ホームページ等での制度周
知

◎ ①

13
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目標
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42

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

③生活支
援の充実

◎市営住宅入居への支援の
実施
　自立支援を図るため、市営住
宅への新規入居申し込みにお
いて、ひとり親世帯への優先的
な取扱いを実施します。また、
入居期限は最年少の子どもが
23歳に達する日以降の3月31
日までとなります。

市営住宅課

一般申込者より
も入居確率が
高い優遇措置
の実施

Ａ
一般申込者よりも入居確率が高
い優遇措置を実施した。

◎ ①

43

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎子育てに係る経済的支援、
利用負担の軽減
　安定した生活を維持し、子ど
もの育ちを守るため、児童扶養
手当や母子及び父子家庭等
医療費等など、対象となる家庭
が適切に支援を受けられるよう
に制度の周知を図ります。ま
た、各種制度が、対象となる家
庭の状況により適した運用とな
るよう、適宜国に要望していきま
す。

子育て応援
課

児童手当、児
童扶養手当、
特別児童扶養
手当、母子及
び父子家庭等
医療費助成、
母子父子寡婦
福祉資金貸付
金

Ａ

①児童手当
②児童扶養手当
③特別児童扶養手当
④母子及び父子家庭等医療費
助成
⑤母子父子寡婦福祉資金貸付
金

◎ ①

44

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎子育てに係る経済的支援、
利用負担の軽減
　安定した生活を維持し、子ど
もの育ちを守るため、児童扶養
手当や母子及び父子家庭等
医療費等など、対象となる家庭
が適切に支援を受けられるよう
に制度の周知を図ります。ま
た、各種制度が、対象となる家
庭の状況により適した運用とな
るよう、適宜国に要望していきま
す。

こども政策
課

放課後児童ク
ラブ利用料軽
減事業

Ａ

利用人数：585名
（内訳）
　　　　1年生：224名
　　　　2年生：210名
　　　　3年生：151名

◎ ②
令和6年度から対象児童を拡充。
令和5年度以前：1年生～3年生
令和6年度以降：1年生～6年生

45

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎子育てに係る経済的支援、
利用負担の軽減
　安定した生活を維持し、子ど
もの育ちを守るため、児童扶養
手当や母子及び父子家庭等
医療費等など、対象となる家庭
が適切に支援を受けられるよう
に制度の周知を図ります。ま
た、各種制度が、対象となる家
庭の状況により適した運用とな
るよう、適宜国に要望していきま
す。

こどもみらい
課

ひとり親家庭等
認可外保育施
設利用料補助
事業

46

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

子育て応援
課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

47

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

こどもみらい
課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

48

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

保険総務課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

49

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

地域保険課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

50

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

障がい福祉
課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）

進捗報告不要
（令和元年10月より幼児教育・保育の無償化制度が開始されたことにより対象世帯が0となったため）

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）

14
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51

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎寡婦（夫）控除のみなし適
用
　未婚のひとり親家庭が利用す
る子育てや福祉サービス等の
受給判定及び負担額等の算
定において、税法上の寡婦
（夫）控除のみなし適用を実施
し、対象家庭の経済的負担を
軽減します。

市営住宅課

未婚のひとり親
家庭に対する
寡婦（夫）控除
のみなし適用
が可能な事業

35

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

①相談・
情報提供
の充実

【再掲】◎支援制度の周知、
情報提供の充実
 本市が実施する事業のみなら
ず、市民の皆さんが利用できる
県等の事業について、パンフ
レット等の紙媒体、ホームペー
ジやＳＮＳ等を活用し、支援を
必要とする市民に情報が届くよ
う、制度や情報の周知を強化し
ます。

子育て応援
課

ひとり親家庭向
けチラシ・ハン
ドブック等の配
布、
ホームページ
等での制度周
知

Ａ
ひとり親家庭向けチラシ・ハンド
ブック等の配布、ホームページ等
での制度周知

◎ ①

52

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎子どもの修学等に必要な資
金の貸付け等
　ひとり親家庭の子どもの修学
等に必要な資金について、貸
付けを行います。
成績が優秀で修学する意欲が
あるにもかかわらず、経済的な
理由で県内大学等への進学が
困難な者に対し、学資の一部
について給付を行います。

子育て応援
課

母子父子寡婦
福祉資金貸付
金

Ａ 母子父子寡婦福祉資金貸付金 ◎ ①

53

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

④子育て
に係る経
済的支
援、利用
負担の軽
減

◎子どもの修学等に必要な資
金の貸付け等
　ひとり親家庭の子どもの修学
等に必要な資金について、貸
付けを行います。
成績が優秀で修学する意欲が
あるにもかかわらず、経済的な
理由で県内大学等への進学が
困難な者に対し、学資の一部
について給付を行います。

生涯学習課 給付型奨学金 Ａ 給付型奨学生を15名決定。 ◎ ①

54

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（３）ひと
り親家
庭等へ
の支援
の充実

⑤事業者
への啓発
支援

◎先進的な取組・モデル事業
等の情報提供
　ひとり親世帯への自立支援に
つながる就労・雇用の面におい
て、先進的な取組を実施して
いる市内企業の情報を市の広
報媒体を活用して情報提供を
行います。
　また、優良企業については、
インセンティブを与えるような市
の取組の検討・実現に努め、企
業側の意識啓発を促進しま
す。

平和交流・
男女参画課

センター広報
紙等での情報
提供、優良企
業支援のため
の施策の検討

Ａ

・7月22日（土）講座「今こそ受け
たい『性教育』～学び伝えていく
ために～」
・10月7日（土）講座「フェムテック
と『女性の健康』～生理・妊活・更
年期～」

◎ ①

55

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

①相談・
情報提供
の充実

◎高齢者への相談窓口での
適切な対応・情報提供の徹底
　高齢者及び介護者等家族の
支援につながる各種制度・サー
ビスの利用について周知徹底
するための情報提供や、窓口
対応職員研修等を実施しま
す。

ちゃーがん
じゅう課

職員研修、情
報提供

Ａ
①課内新任研修
②介護保険べんり帳
③ちゃーがんじゅうだよりの発行

◎ ①

56

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

①相談・
情報提供
の充実

◎障がい者への相談窓口で
の適切な対応・情報提供の徹
底
　障がい者及び家族の支援に
つながる各種制度・サービスの
利用について周知徹底するた
めの情報提供や、窓口対応職
員研修等を実施します。

障がい福祉
課

職員研修、情
報提供

Ａ

R6年4月12日に、障がい福祉課
に異動、採用された職員を対象
に、研修を実施した。
また障がいのある方やその家族
が利用できる、福祉の制度や
サービスについて記載している
「障がい福祉のしおり」を窓口にて
配布し、ホームページにも掲載し
ている。

◎ ①

57

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

①相談・
情報提供
の充実

◎相談窓口での適切な対応・
情報提供の徹底
　市民(外国人含む)の自立支
援を図るための各種制度・サー
ビスの利用について情報提供
及び相談者の状況に応じた支
援、職員研修等を実施します。

平和交流・
男女参画課

相談室「ダイヤ
ルうない」、情
報提供、職員
研修等

Ａ

・7月22日（土）講座「今こそ受け
たい『性教育』～学び伝えていく
ために～」
・3月7日（木）「中島幸子さんが語
る『性暴力被害』の実際」

◎ ①

58

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

①相談・
情報提供
の充実

◎相談窓口での適切な対応・
情報提供の徹底
　市民(外国人含む)の自立支
援を図るための各種制度・サー
ビスの利用について情報提供
及び相談者の状況に応じた支
援、職員研修等を実施します。

保護管理課
福祉相談、女
性相談、情報
提供

Ａ

福祉相談、女性相談の相談窓口
において、各種制度の情報提供
等を行った
沖縄県が主催する「福祉事務所
等生活保護担当職員研修」や、
その他関係機関による各種研修
を受講した。

◎ ①

進捗報告不要
（令和２年度税制改正により、「ひとり親控除」が創設され、みなし適用は廃止となった）
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施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

59

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

②生活支
援の充実

◎高齢者・介護者支援の充実
　市内各地域にある包括支援
センターにおいて、各種介護予
防教室、講座、サービスの提供
や、高齢者や介護者への相談
窓口での支援の充実など、介
護者支援を推進します。

ちゃーがん
じゅう課

地域包括支援
センターでの
相談対応・事
業の活用

Ａ

市内18カ所の地域包括支援セン
ターにおいて、各種介護予防教
室、講座、相談内容に応じてサー
ビスや制度等に関する情報提
供、関係機関の紹介等を行って
います。

◎ ①

60

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

②生活支
援の充実

◎障がい者世帯に対する支援
の充実
　障がいのある方及び家族の
就労・生活支援につながる各
種制度・サービスの充実や利
用促進に取り組みます。

障がい福祉
課

那覇市障がい
者就労支援セ
ンター事業、障
害福祉サービ
ス等給付事業
等

Ａ

①障がい者の就職支援、職場定
着支援を図るため、ジョブサポー
ターの派遣及びジョブサポーター
養成研修講座を実施した。
②障がいのある方やその家族か
ら相談があった場合、窓口にて利
用できる障害福祉サービスの説
明を行い、支給決定へ繋げてい
る。

◎ ①

61

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

⑤事業者
への啓発
支援

◎障害者差別解消法の広報・
周知と取組の推進
　2016（平成28）年４月施行の
「障害者差別解消法」の市民・
事業者・市職員への周知を徹
底し、障害を理由とする差別を
なくし、合理的配慮の提供を推
進していきます。
　また、市では、障がいのある
方に配慮した窓口対応、通知
や書類・広報、庁舎内の環境
整備と、市職員の合理的配慮
についての意識啓発を推進し
ていきます。

障がい福祉
課

広報・周知、情
報提供、庁内
における「合理
的配慮」に関す
る取組の推進

Ａ

①12/3～12/9の障害者週間にあ
わせて、法の周知等を行うため
に、庁内モニター・市公式ホーム
ページ・「広報なは市民の友12月
号」への掲載、庁内ロビーにて権
利擁護に関するパンフレットの設
置等を行った。
②差別に関する相談に対応する
とともに、①の啓発とあわせて庁
内インフォメーションにおいて職
員向けに「職員対応マニュアル」
の周知を改めて行った。

◎ ①

62

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（４）貧
困、高
齢者、
障がい
等により
困難を
抱えた
市民が
安心し
て暮ら
せる環
境の整
備

⑤事業者
への啓発
支援

◎取組を進めている優良企業
の入札時の優遇措置の検討
　女性や若者を積極的に雇用
している、また、先進的な取組
を行っている企業について、入
札時の加点など、優遇措置が
可能かどうか、さらに検討を進
め、企業側の意識醸成を促進
します。

法制契約課

総合評価落札
方式等企業の
技術力を評価
する入札制度
における加点
等、インセン
ティブ付与につ
いて検討

Ａ

９件の総合評価方式による入札に
おいて、女性及び若手技術者を
配置予定の事業者へ技術評価
点の加点を行った。

◎ ①

63

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための
取組

◎子どもの権利・人権を尊重
する条例などの制度づくり
　あらゆる事業を行う際に、大
人と同等の権利を有する主体
として子どもを認め、権利を尊
重した支援や対応を進めるた
めに、子どもの命と人権を尊重
するとした「那覇市世界にはば
たく子どもの街宣言」の周知を
図ります。

こども政策
課

児童福祉週間
等を活用した
子どもの街宣
言のポスター
等の配布

Ａ
こどもみらい応援プロジェクトパネ
ル展

○ ①

64

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための
取組

◎子どもの権利・人権を尊重
する条例などの制度づくり
 あらゆる事業を行う際に、大人
と同等の権利を有する主体とし
て子どもを認め、権利を尊重し
た支援や対応を進めるために、
子どもの命と人権を尊重すると
した「那覇市世界にはばたく子
どもの街宣言」の周知を図りま
す。

こども教育
保育課

児童福祉週間
等を活用した
子どもの街宣
言のポスター
等の配布

Ａ

「那覇市児童福祉週間事業」とし
て、子どもの権利・人権を尊重す
る意識の向上を図ることを目的と
し、児童福祉週間に合わせて、
「那覇市世界にはばたく子どもの
街宣言」のポスターを配布した。

◎ ①

65

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための
取組

◎子どもの支援の充実
　面前ＤＶ等の虐待から児童を
守るために、子育て世代包括
支援センター、保育園、学校、
児童相談所等の関係機関の連
携を深め、早期発見に努めると
ともに、母子の緊急避難的な居
場所の確保を図ります。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

子ども家庭総
合支援拠点事
業、那覇市要
保護児童対策
地域協議会、
関係機関との
連携強化、母
子生活支援セ
ンターさくらによ
るショートステ
イ事業

Ａ

・パネル展等、ＤＶに関するリーフ
レット等配布、広報・周知
１１月の「児童虐待防止月間」にお
いて、庁舎内で児童虐待防止に
関するパネル展示を実施。市民
へ面前DVが与える子どもへの権
利侵害について啓発を行った。
・令和５年度におけるショートステ
イ事業の利用実績は以下の通
り。
子の利用：781人（延日数）
母の利用：62人（延日数）

◎ ①

66

１ 人権
が尊重
される
社会づ

くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための

取組

◎子どもの権利・人権に関す
る普及啓発
　子どもの権利や人権について
の理解を深めるため、講演会
や講座などを開催して周知を
図るとともに、日常の人権を守
るための教育普及を図ります。

平和交流・
男女参画課

センター講座 Ａ

・7月22日（土）講座「今こそ受け
たい『性教育』～学び伝えていく
ために～」
・3月7日（木）「中島幸子さんが語
る『性暴力被害』の実際」

◎ ①

67

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための

取組

◎子どもの権利・人権に関す
る普及啓発
　子どもの権利や人権について
の理解を深めるため、講演会
や講座などを開催して周知を
図るとともに、日常の人権を守
るための教育普及を図ります。

公民館 公民館講座 Ａ
（石嶺公民館）
家庭教育学級「～こどもに怒り方
～「アンガーマネジメント」」

○ ②

アンケート結果も好評なため企画
として継続したい。
講師や市民ニーズによって内容
が毎年変更となることがある。
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施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

68

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための

取組

◎子どもの権利・人権に関す
る普及啓発
　子どもの権利や人権教育の
充実を図るため、各学校で全
体計画を作成し、共通実践に
努めるよう周知します。
「人権を考える日」を設定し、児
童生徒教職員が人権意識を高
めるために取組を充実させま
す。

学校教育課

学校での内容
の充実の推奨
校長連絡協議
会・教頭連絡
会での情報提
供

Ａ

各学校において、校内における
支援体制を確立するため、人権
教育の全体計画を作成した。
また全体計画のもと、「人権を考
える日」の取組の充実を図った。

○ ①

69

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための
取組

◎制服選択制の推奨
　本人または保護者からの申し
出により個別に対応しつつ、今
後は保護者や地域の理解を得
ながら段階的に誰でも申請なし
に制服等を選択できるように推
奨します。

学校教育課
制服選択制の
推奨

Ａ 段階的な見直しを周知した。 ○ ①

70

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（５）子ど
もの権
利・人
権の尊
重

①子ども
の権利・
人権を守
るための
取組

◎学校における体罰根絶への
取組
　体罰は、児童生徒に対する
人権侵害行為であり、いかなる
ことがあっても決して許されるも
のではなく、体罰の根絶に努め
ます。

学校教育課
教員研修によ
る人権意識向
上

Ａ
経年研修、生徒指導主事連絡協
議会等で研修を実施し、人権意
識の向上を図った。

◎ ①

71

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（６）防
災への
参画の
促進

①さまざま
な視点を
踏まえた
本市の防
災の計
画・政策・
方針等の
策定

◎防災に関する政策・方針決
定過程への女性の参画
　避難所におけるプライバシー
の保護など、避難所における
ニーズは様々です。女性や子
ども、高齢者、障がい者、外国
人、多様な性の視点を市の防
災計画・施策に取り入れる必要
があります。これらの視点を取り
入れるための方策を行います。

防災危機管
理課

那覇市地域防
災会議等での
女性等委員割
合を増やすよう
努める

Ｂ
委員の改選に向け、人選等を検
討中であるため。

○ ①

72

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（６）防
災への
参画の
促進

②災害時
の女性や
多様な性
を生きる
人々等へ
の支援の
拡充

◎さまざまな視点を取り入れた
防災計画・施策、支援の拡充
　女性、子ども、高齢者、障が
い者、外国人、多様な性を生
きる人が被災時に直面する課
題の調査研究、対応策や支援
体制の確立に向けた取組の拡
充、推進を図ります。

防災危機管
理課

災害時におけ
る、女性、子ど
も、高齢者、障
がい者、外国
人、多様な性
を生きる人へ
の支援体制の
確立に向けた
研修等を行う
那覇市地域防
災計画におい
て、さまざまな
視点からの施
策の検討、見
直しを進める

Ｂ
那覇市地域防災計画の改正に
向け検討中であるため。

◎ ①

73

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（６）防
災への
参画の
促進

③防災分
野への女
性の参画
促進

◎消防団への女性加入の推
進
　女性の消防団への参加を促
進するとともに、災害発生時に
おける初動体制の確立など、
訓練や研修を実施し、日常的
に防災意識を高めていきます。

消防局警防
課

ポスター及び
冊子等での入
団募集案内

Ａ
ポスター及び冊子等での
入団募集案内

○ ①

74

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（６）防
災への
参画の
促進

③防災分
野への女
性の参画

促進

◎消防職員等への女性職員
の配置
　防災の現場に女性職員が十
分に配置されるよう、採用・登
用の段階も含め取り組みます。

消防局総務
課

専門知識を必
要とする日勤
業務及び警防
業務、救急出
動時の女性傷
病者、高齢者
に対応するた
め適正に配置
する

Ａ
日勤業務、警防業務、救急隊へ
の女性職員を配置済み。

◎ ①

75

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（６）防
災への
参画の
促進

③防災分
野への女
性の参画

促進

◎消防職員等への女性職員
の配置
　防災の現場に女性職員が十
分に配置されるよう、採用・登
用の段階も含め取り組みます。

人事課

採用試験等で
女性が不利益
とならないよう
な配慮を行う

Ａ

①「地方公共団体の職員の公正
な採用について」等国から、職員
の採用にあたって、受験申込書、
面接カード等採用関係書類、面
接時の質問や適性検査におい
て、本籍地・出身地、思想信条、
病歴、性的指向、性自認や家族
の職業等、標準職務遂行能力及
び適性の判定に必要のない事項
の把握を行わないよう通知があ
り、公正な採用に務めている。

○ ①

76

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（７）国
際社会
との協
調及び
貢献・
平和へ
の努力

①国際規
範・基準
や国際的
な取組の
情報提
供・周知

◎女性差別解消、性の多様
性の尊重、平和等に関する国
際的な規範、国際会議等の情
報提供
　国連をはじめとする国際的な
女性の地位向上に係る動きと
連動して、国際会議等における
議論や新たな国際的な潮流も
踏まえ、幅広く市民等へ理解を
深めるための情報提供や取組
を進めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ａ

・6月17日（土）「性の多様性と人
権～レインボーフラッグをかかげ
て～」
・9月2日（土）講座「ハンセン病と
女性」
・ジェンダーギャップ指数につい
て、センターだより３28号に掲載。

◎ ①

77

１ 人権
が尊重
される
社会づ

くり

（７）国
際社会
との協
調及び
貢献・
平和へ
の努力

②平和・
国際貢献

◎平和な社会の実現のため、
国際的な視野に立って課題解
決に取り組む人材の育成
　男女共同参画・人権尊重に
関する課題解決に当たることが
できる人材育成のための研修
への参加を促します。

平和交流・
男女参画課

男女共同参画
研修へ情報提
供、参加促進

Ａ

・5月27日（土）講座「ダイバーシ
ティ＆インクルージョン（Diversity
＆Inclusion）～違いを認め、つな
がり合う社会に向けて～」
・関係団体へオンライン研修等の
周知を行った。

◎ ①

17



施策
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目標
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事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
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78

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（７）国
際社会
との協
調及び
貢献・
平和へ
の努力

②平和・
国際貢献

◎平和な社会の実現のため、
国際的な視野に立って課題解
決に取り組む人材の育成
　男女共同参画・人権尊重に
関する課題解決に当たることが
できる人材育成のための研修
への参加を促します。

人事課 県外派遣研修 Ｃ
参加希望が無かったため、派遣
実績無し。

－

年度末に県外派遣研修の希望を
募る際に、年間派遣可能人数より
も希望者が下回る場合は、市町
村アカデミーで実施している「人
権を尊重した地域社会の形成」
研修派遣について担当課職員に
対し打診する。

①

79

１ 人権
が尊重
される
社会づ
くり

（７）国
際社会
との協
調及び
貢献・
平和へ
の努力

②平和・
国際貢献

◎沖縄戦をはじめとする戦争
体験等から平和社会の実現に
向けた学習や情報提供の機
会の確保
　戦争体験を風化させないよ
う、平和の実現に向けた学びに
つながる取組を行います。女性
や子どもから見た沖縄戦の体
験を風化させないように語り継
ぎます。
　世界的に見た戦時性暴力に
ついて学びの機会を設けます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
関連図書や情
報の提供

Ａ

・6月17日～29日までの間、「男女
共同参画週間」に関する情報発
信の一環として「｢戦後50年おき
なわ女性のあゆみ～21世紀への
メッセージ～｣のDVD上映会を行
い情報提供を行った。

○ ①

80

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

①レイン
ボーなは
宣言の周
知・普及

◎「性の多様性を尊重する都
市・なは」宣言（通称：レイン
ボーなは宣言）の周知と理解
の促進
　多様な性を理解するための
小冊子やポスター、また支援を
表明するグッズ等の作成・配
布、講演会、研修、法律相談、
当事者団体からの聞き取り等を
行い、性のあり方は人権として
尊重されるという本市の姿勢
を、広く市民等へ周知し、理解
の促進に努めます。

平和交流・
男女参画課

市の広報紙、
ホームページ、
ＳＮＳ、センター
講座、パンフ
レット等による
意識啓発・情
報提供、講演
会、研修、法律
相談、当事者
団体からの聞
き取り等の実施

Ａ

・「ピンクドット沖縄2023」イベント
の後援及び「なは女性センターだ
より」にて周知を行った。
・那覇市職員研修で「那覇市
パートナーシップ・ファミリーシップ
登録」について周知した。

○ ①

81

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

①レイン
ボーなは
宣言の周
知・普及

◎「性の多様性を尊重する都
市・なは」宣言（通称：レイン
ボーなは宣言）の周知と理解
の促進
　性のあり方は人権として尊重
されるという本市の姿勢を、広く
市民等へ周知し、理解を深め
てもらえるよう取り組みます。

秘書広報課

市のホーム
ページや広報
紙、ＳＮＳ等で
の情報提供

Ａ
ピンクドット沖縄のイベントを取材
し、広報紙とSNSで広報した。

◎ ①

82

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

②那覇市
パート
ナーシッ
プ登録に
関する取
組の推進

◎那覇市パートナーシップ登
録制度に関する取組の推進
　レインボーなは宣言を受け、
2016（平成28）年7月に開始した
「那覇市パートナーシップ登録」
制度の周知や、関係部署・機
関との連携及び協力体制の構
築を進めます。
　また、パートナーシップ登録
者への意識調査を実施し、より
ニーズにあった、利用しやすい
制度の構築・施策の展開を図り
ます。

平和交流・
男女参画課

　パートナー
シップ登録制
度のさらなる周
知・情報提供
のため、セン
ター講座、法
律相談等を実
施
庁内外の関係
部署や機関と
の連携及び協
力体制づくりと
庁内研修の実
施
パートナーシッ
プ登録者への
意識調査の実
施

Ａ

・「ピンクドット沖縄2023」イベント
の後援及び「なは女性センターだ
より」にて周知を行った。
・那覇市職員研修で「那覇市
パートナーシップ・ファミリーシップ
登録」について周知した。
・各自治体からのパートナーシッ
プ制度に関す照会への回答。

◎ ①

83

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

③多様な
性に関す
る相談・
情報提供
の充実

◎多様な性に関する相談体
制・事業の充実
　多様な性に関する相談専用
の窓口設置に向け、調査・研究
を進めます。また、関係機関と
連携・協力しながら、利用可能
な機関及び情報の収集・提供
や法律相談会の開催等も行い
ます。

平和交流・
男女参画課

　専用相談窓
口設置に向け
た調査・研究、
講座の開催、
法律相談会の
実施等

Ｂ
現在は専用ではないが、ダイヤ
ルうないにて、多様な性に関する
相談を受けている

－
沖縄県の専用相談窓口や、他市
事例の情報を収取する

①

84

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

④多様な
性を生き
る人への
職場環境
の改善や
就労支援

◎フレンドリー企業の情報収
集・支援
　性の多様性を尊重する取組
を積極的に実施している企業
の情報収集・提供のほか、取
組についての広報や企業への
支援策について検討します。

平和交流・
男女参画課

　情報提供、広
報、支援策の
導入に向けた
検討

Ｃ 他業務を優先して行った －
フレンドリー企業の情報収集を行
う

①

85

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

④多様な
性を生き
る人への
職場環境
の改善や
就労支援

◎事業者の意識啓発のため
の支援策の検討・導入
　市内事業者へ性の多様性の
尊重についての意識啓発のた
めの広報や、社内研修のため
の講師派遣等の支援施策に取
り組みます。

平和交流・
男女参画課

広報、講師派
遣等

Ｂ

6月17日（土）「性の多様性と人権
～レインボーフラッグをかかげて
～」を開催。社内研修という形で
はないが、職場環境の改善につ
ながる講座となった。

－
企業向け広報を計画する
支援策の先進事例の収集を行う

①

18



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

86

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

④多様な
性を生き
る人への
就労支援

◎求職者等に対する情報提
供及び必要な支援
　フレンドリー企業等の情報の
提供や必要な支援策について
は、ニーズを把握したうえで取
組を検討します。
　また、求職者への情報提供に
ついては、庁内関係部署と連
携・協力して実施します。

平和交流・
男女参画課

情報提供、
ニーズ調査

Ｂ

ダイヤルうないを通して、求職者
からの相談があった場合は、就労
サポートを受けられる関係機関に
関する情報提供を行っている。

－
フレンドリー企業の情報収集を行
う

①

87

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

⑤多様な
性を生き
る人への
生活支援

◎交流会等の機会の提供
　社会生活における当事者の
孤立を防ぐとともに、同じ悩み
や苦しみなどを持った人たちと
の交流や支援者による情報共
有及びコミュニケーションの機
会を提供します。

平和交流・
男女参画課

レインボー交流
会等の機会の
提供および開
催支援や広報
の協力

Ａ

・レインボー交流会を広報し、第２
学習室を提供した。
・センターだよりやSNS等で開催
の情報提供を行った。

○ ①

88

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

⑤多様な
性を生き
る人への
生活支援

◎リプロダクティブ・ヘルス／ラ
イツ（性と生殖に関する健康と
権利）の意識の浸透
　からだの性に関する戸惑いや
疑問、性感染症等について多
様性をふまえたリプロダクティ
ブ・ヘルス／ライツに関する情
報の提供を行います。

平和交流・
男女参画課

情報提供 Ａ

・市内全公立中学校において
「『思春期の心と体』のための意
識啓発事業」の講話の中で、性
の多様性について取り入れてい
る。
・7月22日（土）講座「今こそ受け
たい「性教育」～学び伝えていく
ために～」

◎ ①

89

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（１）「性
の多様
性を尊
重する
都市・
なは」宣
言（通
称：レイ
ンボー
なは宣
言）の
理念の
推進

⑤多様な
性を生き
る人への
生活支援

◎性の多様性に留意した市民
サービスの促進
　公的書類については、必須で
はない性別欄について見直し
を行い、性の多様性に配慮し
た運用を促します。

平和交流・
男女参画課

庁内職員研修
の実施。
他自治体の取
組や庁内関係
部署への調
査・研究、情報
提供等。

Ａ
・那覇市職員向けに対応力向上
のための性の多様性研修を実施
した。

◎ ①

90

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

①情報提
供・意識
啓発活動
の充実

◎多様な性に関する情報の集
約・情報提供
　多様な性について理解する
ための講座や研修の実施や、
図書や行政資料、パンフレッ
ト、広報紙等の情報を収集し、
提供します。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
図書の閲覧や
貸出、情報提
供等

Ａ
・レインボー関連新着本について
の情報提供を、センターだよりや
SNS等へ掲載。

○ ①

91

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

②市職
員・教職
員等の理
解の促進

◎市職員・教職員の理解を深
めるための取組
　市職員として、人権尊重の意
識を持って市民サービスに取り
組み、多様な性についての理
解を深めるため、職員研修を
実施します。

平和交流・
男女参画課

職員研修 Ａ
・那覇市職員向けに対応力向上
のための性の多様性研修を実施
した。

◎ ①

92

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

②市職
員・教職
員等の理
解の促進

◎市職員・教職員の理解を深
めるための取組
　市職員として、人権尊重の意
識を持って市民サービスに取り
組み、多様な性についての理
解を深めるため、職員研修を
実施します。

人事課
職員階層研修
時の講話、研
修

Ａ

①新採用職員前期研修にて「接
遇研修（外部講師）」と「男女共同
参画社会とは」、新規採職員後
期研修にて「障がいのある方への
合理的配慮の提供について（外
部講師）」の講義を実施

◎ ①

93

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

②市職
員・教職
員等の理
解の促進

◎市職員・教職員の理解を深
めるための取組
　教職員として、人権尊重の意
識を持ち、多様な性について
の理解を深めるため、教職員
向けに研修を実施します。

学校教育課 教職員研修 Ａ
「那覇市LGBT等研修会」を実施
し、教職員が性の多様性につい
て理解を深める場を設定した。

◎ ①

94

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

③学校に
おける教
育・学習
の充実

◎児童・生徒が性の多様性の
理解を深めるための取組の推
進
　学校現場において、性の多
様性を含め、意識啓発・理解を
深めるための人権教育の実施
や関連する情報の提供等を行
います。

学校教育課

性の多様性に
配慮し、人権
侵害がないよう
に内容を精査
した上で、人権
教育の実施。

Ａ
「那覇市LGBT等研修会」を通し
て、教職員に対し、人権教育に関
連する情報の提供を行った。

◎ ①

19



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

95

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

③学校に
おける教
育・学習
の充実

◎性の多様性が尊重される学
習環境・職場環境の確保
　学校の制服や更衣室等の性
別に関する区分けの見直し等、
児童生徒及び教職員の性の多
様性が尊重される環境の確保
に向けた情報提供等を行いま
す。

平和交流・
男女参画課

教職員や学校
現場への研修
等

Ａ

市教育委員会において策定され
た、「学校におけるLGBT配慮に
関する方針」に基づき、性の多様
性が尊重される学習環境・職場
環境の確保が行われている。
また、市内全公立中学校におい
て、思春期の心と体のための意
識啓発事業を実施し、講話の中
で性の多様性の尊重についての
意識啓発も行っている。

◎ ①

96

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

③学校に
おける教
育・学習
の充実

◎性別に関する区分けの見直
し
　トイレや更衣室などの利用方
法を全体的に見直し、制服等、
性別による区分けがされている
ものについて見直しを図ります。

学校教育課
区分けの見直
し

Ａ 段階的な見直しを周知した。 ○ ①

97

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

④家庭や
地域にお
ける啓発
活動の推
進

◎家庭や地域における性の多
様性の尊重への意識啓発
　家庭や地域の活動におい
て、性の多様性の尊重のため
に留意すべき事項等について
周知を図ります。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ａ

・6月17日（土）講座：性の多様性
と人権～レインボーフラッグをか
かげて～」
・センターだより等での周知を
行った。

◎ ①

98

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

④家庭や
地域にお
ける啓発
活動の推
進

◎性の多様性の尊重に取り組
む市民団体等の支援
　多様な性を生きる上での問
題点について、人権の観点か
ら発信し、その解消を目指す市
民活動を行う団体やグループ
への支援を行います。

平和交流・
男女参画課

市民団体への
事業支援として
広報協力、セ
ンター学習室
の貸出等

Ａ

・レインボー交流会（てぃーだあ
み）のための学習室の提供。
・レインボー交流会の開催日程
を、市民の友やセンターだよりで
周知。

◎ ①

99

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎職場における関連法令・制
度等の情報提供・周知
　性の多様性に関する法令等
の情報を集約し、庁内担当部
署や関係機関、市内事業者等
への情報提供・周知や広報依
頼を行います。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知依頼

Ａ

・センターだより等での周知を
行った。
・那覇市職員向けに対応力向上
のための性の多様性研修を実施
した。

◎ ①

100

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎職場における関連法令・制
度等の情報提供・周知
　性の多様性に関する法令等
の情報を集約し、庁内担当部
署や関係機関、市内事業者等
への情報提供・周知や広報依
頼を行います。

商工農水課
情報提供、広
報・周知依頼

Ｅ
周知依頼等がなかったため未実
施。

－ ①

101

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎職場における関連法令・制
度等の情報提供・周知
　性の多様性に関する法令等
の情報を集約し、庁内担当部
署や関係機関、市内事業者等
への情報提供・周知や広報依
頼を行います。

人事課
情報提供、広
報・周知依頼

Ａ
①性の多様性に関する法令等の
情報のうち、人事（服務）に関する
ものを職員に周知する。

○ ①

102

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎多様な人材の雇用促進の
ための連携・支援
　性別に限らず、多様な人材の
雇用に関する情報や先進的な
取組等の情報を集約し、提供
します。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知依頼

Ａ

・センターだより等での周知を
行った。
・那覇市職員向けに対応力向上
のための性の多様性研修を実施
した。

◎ ①

103

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎多様な人材の雇用促進の
ための連携・支援
　性別に限らず、多様な人材の
雇用に関する情報や先進的な
取組等の情報を集約し、提供
します。

商工農水課
情報提供、広
報・周知依頼

Ｅ
周知依頼等がなかったため未実
施。

－ ①

104

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（２）多
様な性
を尊重
する人
権意識
の啓発

⑤職場に
おける意
識の醸
成・理解
の浸透

◎優良企業の支援制度の検
討
　先進的な取組を行っている
企業の支援につながる施策や
評価制度等の導入を検討しま
す。

平和交流・
男女参画課

支援策や評価
制度の導入に
向けた調査・検
討、情報収集

Ｃ 他業務を優先して行った － 情報収集を行う ①

20



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

105

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（３）職
場にお
ける
SOGIハ
ラ等の
根絶

①学校に
おける
SOGIハラ
スメントの
根絶

◎SOGIハラスメント防止のた
めの体制整備
　教職員からのＳＯＧＩハラスメ
ント、生徒間のＳＯＧＩハラスメ
ントを防止するために、性の多
様性への偏見・差別に配慮し
た人権教育・意識啓発のため
の授業の実施や情報の提供、
相談窓口の設置、教職員研修
などに取り組みます。

学校教育課

ＳＯＧＩハラスメ
ント根絶に向け
た情報提供・
広報周知、教
職員研修、人
権意識啓発の
ための授業

Ａ
市校長研修会・市教頭研修会・
生徒指導主事連絡協議会等で
各学校に広報周知を行った。

○ ①

106

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（３）職
場にお
ける
SOGIハ
ラ等の
根絶

①学校に
おける

SOGIハラ
スメントの

根絶

◎SOGIハラスメント防止のた
めの体制整備
　教職員からのＳＯＧＩハラスメ
ント、生徒間のＳＯＧＩハラスメ
ントを防止するために、性の多
様性への偏見・差別に配慮し
た人権教育・意識啓発のため
の授業の実施や情報の提供、
相談窓口の設置、教職員研修
などに取り組みます。

教育研究所

ＳＯＧＩハラスメ
ント根絶に向け
た情報提供・
広報周知、教
職員研修、人
権意識啓発の
ための授業

Ａ

初任者・中堅教諭等・その他研
修事業（初任者や中堅教諭に対
し、LGBTQについての研修を実
施し、性の多様性への偏見・差別
に配慮した人権教育・意識啓発
についての情報提供を行った。）

○ ②

教職員の働き方改革による研修
の見直しにより、中堅教諭に対し
てのLGBTQについての研修をな
くし、初任者研修のみとする。

107

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（３）セク
シュアリ
ティに
基づく
差別等
の根絶

②職場に
おける
SOGIハラ
スメントの
根絶

◎SOGIハラスメントの防止
　事業所におけるＳＯＧＩハラス
メントに関する就業規則の改正
や相談窓口の設置などの雇用
管理上の措置義務について周
知・啓発を図ります。

平和交流・
男女参画課

情報提供・広
報周知、セン
ター講座

Ｃ 情報収集ができていなかった －
市ＨＰにて、関連する措置義務に
ついて周知する

①

108

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（３）セク
シュアリ
ティに
基づく
差別等
の根絶

②職場に
おける

SOGIハラ
スメントの

根絶

◎SOGIハラスメントの防止
　事業所におけるＳＯＧＩハラス
メントに関する就業規則の改正
や相談窓口の設置などの雇用
管理上の措置義務について周
知・啓発を図ります。

商工農水課
情報提供・広
報周知 Ｅ

周知依頼等がなかったため未実
施。

－ ①

109

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（３）セク
シュアリ
ティに
基づく
差別等
の根絶

②職場に
おける
SOGIハラ
スメントの
根絶

◎庁内におけるSOGIハラスメ
ントの防止
　庁内におけるＳＯＧＩハラスメ
ントに関する就業規則の改正
や雇用管理上の措置義務を果
たします。

人事課

ＳＯＧＩハラスメ
ント相談対応、
市全職員への
研修実施

Ａ

①各種ハラスメントに対する相談
体制を整備し、通知している。
②ハラスメントに関するパンフレッ
トを毎年度通知。

○ ①

110

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（４）性
の多様
性に配
慮した
環境整
備

①市有施
設におけ
る性別に
とらわれ
ない（だ
れでも）ト
イレや更
衣室の設
置促進

◎市有施設における性別にと
らわれない（だれでも）トイレ等
の促進
 市有施設の整備にあたって
は、だれでもトイレの設置や、案
内板等を、性の多様性に留意
したものにします。

管財課

市有施設の多
目的トイレを、
だれでも使える
トイレとして整
備する

Ａ

令和４年度に配慮が必要な方に
利用していただくため、本庁舎内
の多目的トイレの表記をバリアフ
リートイレとしてより分かりやすく、
親しみを込めて「ちむぐくるトイレ」
のネーミングで変更し、周知を
図った。
令和５年度も上記の運用を継続
している。

◎ ①

111

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（４）性
の多様
性に配
慮した
環境整
備

①市有施
設におけ
る性別に
とらわれ
ない（だ
れでも）ト
イレや更
衣室の設
置促進

◎市有施設における性別にと
らわれない（だれでも）トイレ等
の促進
　市有施設の整備にあたって
は、だれでもトイレの設置や、案
内板等を、性の多様性に留意
したものにします。

建築工事課

今後整備する
施設において、
関係課と協議
し、導入・設置
を検討する

Ａ

〇宇栄原市営住宅第5期建替事
業
・宇栄原市営住宅第5期建替工
事（集会所）

○ ①

112

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（４）性
の多様
性に配
慮した
環境整
備

②学校に
おける環
境整備の
推進

◎市有施設における性別にと
らわれない（だれでも）トイレ等
の促進
  学校施設の整備にあたって
は、だれでも使えるトイレの設置
など、性の多様性に留意したも
のにします。

施設課

性別に関係なく
使用できる多
目的トイレの整
備

Ａ

○識名小学校校舎建設事業
・識名小学校校舎等改築工事
（校舎）
○識名小学校屋内運動場建設
事業
・識名小学校校舎等改築工事
（屋内運動場・プール）
○若狭小学校屋内運動場建設
事業
・若狭小学校屋内運動場改築工
事
○松島中学校屋内運動場建設
事業
・松島中学校屋内運動場及び
プール改築工事
○天妃小学校校舎建設事業
・天妃小学校校舎及びプール等
改築工事

◎ ①

113

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（４）性
の多様
性に配
慮した
環境整
備

③企業へ
の情報提
供

◎性の多様性に関する職場環
境整備に必要な情報の提供
　ＬＧＢＴフレンドリー企業等が
行っている先進的な取組・事業
等の情報を集約し、市民・市内
事業者へ提供します。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知

Ｂ 情報収集ができていなかった － 情報収収集を行う ①

104

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（４）性
の多様
性に配
慮した
環境整
備

④優良企
業への支

援

【再掲】◎優良企業の支援制
度の検討
 先進的な取組をしている企業
の支援につながる施策や評価
制度等の導入を検討します。

平和交流・
男女参画課

支援策や評価
制度の導入に
向けた調査・検
討、情報収集

Ｃ 他業務を優先して行った － 情報収集を行う ①

21



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

114

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（５）職
場のダ
イバー
シティ
（多様
性の受
容）の
推進

①事業者
へ関連法
令・制度
等の情報
提供・周
知

◎職場における関連法令・制
度等の情報提供・周知
　性の多様性に関する法令等
の情報を集約し、庁内担当部
署や関係機関、市内事業者等
への情報提供・周知を行いま
す。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知

Ａ

・センターだより等での周知を
行った。
・那覇市職員向けに対応力向上
のための性の多様性研修を実施
した。

◎ ①

102

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（５）職
場のダ
イバー
シティ
（多様
性の受
容）の
推進

②多様な
人材の雇
用促進の
ための連
携・支援

【再掲】◎多様な人材の雇用
促進のための連携・支援
　性別に限らず、多様な人材の
雇用に関する情報や先進的な
取組等の情報を集約し、提供
します。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知

Ａ

・5月27日（土）講座：ダイバーシ
ティ＆インクルージョン～違いを
認め、つながり合う社会に向けて
～

◎ ①

104

２ 多様
な性を
尊重す
る社会
づくり

（５）職
場のダ
イバー
シティ
（多様
性の受
容）の
推進

③優良企
業への支
援

【再掲】◎優良企業の支援制
度の検討
 先進的な取組をしている企業
の支援につながる施策や評価
制度等の導入を検討します。

平和交流・
男女参画課

支援策や評価
制度の導入に
向けた調査・検
討、情報収集

Ｃ 他業務を優先して行った － 情報収集を行う ①

115

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

①長時間
労働の是
正を含め
た働き方
の改善の
推進

◎ポジティブ・アクション（積極
的改善措置）の推進に向けた
意識啓発
　一人ひとりが自分にあった働
き方が選択できるように、労働
時間の短縮、男性の家事及び
育児・介護に従事する時間の
拡大、労働相談体制の充実な
ど、男女が対等なパートナーと
して働くことができる職場環境
づくりを推進していきます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知

Ａ

・１月20日（土）講座「私のための
労働セミナー　安心して働き続け
るために、「社会保障・労働制度」
について学ぶ」

◎ ①

116

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

①長時間
労働の是
正を含め
た働き方
の改善の
推進

◎市職員のワーク・ライフ・バ
ランスの推進
　市職員が自分にあった働き
方が可能となるよう、労働時間
の短縮、男性の家事及び育
児・介護に従事する時間の拡
大等、男女が対等なパートナー
として働くことができる職場環境
をつくります。

人事課
業務体制の見
直し、職員研
修、情報提供

Ａ

①那覇市特定事業主行動計画
において、職場環境の整備を推
進。
②新採用職員前期研修（服務関
係）、新採用職員後期研修（両立
支援制度）。
③子育てと仕事の両立支援ハン
ドブック（制度編）、（Q＆A編）とし
て改定し、通知。また、ワーク・ラ
イフ・バランス推進、リフレッシュ
する機会の確保としてノー残業
デー強化月間（8月）を実施。

◎ ①

117

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

②職場環
境整備の
ための事
業者への
支援

◎女性の活躍推進に向けた、
企業の取組推進のためのイン
センティブの検討・施策の実
施
　女性の力が十分に発揮でき
るよう、事業者にポジティブ・ア
クションも含め、実施可能な施
策を講じてもらうため、ワーク・
ライフ・バランス実現に向け、
国・県・市におけるインセンティ
ブ（公共調達・補助金）等の情
報収集、検討を進めます。

商工農水課
情報提供、広
報・周知、支援
施策の検討

Ａ

・ハローワーク那覇主催の育児中
かつ求職活動中の方を対象とし
た「マザーズ合同企業説明会」に
ついて市民の友2月号での周知。
・沖縄県女性就業・労働相談セ
ンターについてHP掲載、また
7/25～7/27に出張相談会を市役
所1階ロビーにて開催。

◎ ①

118

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

③育児・
介護休暇
取得の促
進

◎育児・介護休業制度活用の
促進
　育児・介護休業制度の活用
について、市内企業も含めた取
得状況の実態把握とともに、制
度の活用促進に取り組みます。

平和交流・
男女参画課

情報提供、実
態把握、広報・
周知

Ａ
センターだより335号2月号にて、
育児・介護休業制度の改正につ
いて掲載

◎ ①

119

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

③育児・
介護休暇
取得の促
進

◎市職員の育児・介護休業制
度活用の促進
 育児・介護休業制度等の活用
について、市職員の取得状況
の実態把握とともに、制度の活
用促進に取り組みます。

人事課
情報提供、市
職員実態把
握、広報・周知

Ａ

①子育てと仕事の両立支援ハン
ドブック（制度編）、（Q＆A編）とし
て改定し、通知。
②職員の育児休業取得率の実
態把握。
③両立支援に関する研修実施。

○ ①

104

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（１）ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
意識啓
発及び
推進

④優良企
業への支
援

【再掲】◎優良企業の支援制
度の検討
　女性活躍推進法に基づく一
般事業主行動計画を策定し、
先進的な取組を行っている企
業の支援につながる施策や評
価制度等の導入を検討しま
す。
　また、「えるぼし認定」、「沖縄
県ワーク・ライフ・バランス認証
企業」等、優良企業の情報を
庁内へ提供し、入札やプロポー
ザルでの加点の検討や、各課
で実施できる支援策について
検討を進めてもらうよう、庁内関
係機関へ働きかけます。

平和交流・
男女参画課

支援策や評価
制度の導入に
向けた調査・検
討、情報の収
集・提供

Ｃ 他業務を優先して行った － 情報収集を行う ①
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施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
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（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
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効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

120

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

①出産・
子育て支
援の拡充

◎子育て支援のための教育相
談等の充実
　不登校や子どもの教育等に
関し悩みを持つ児童生徒の保
護者への相談体制を整備し、
教育相談の充実に努めます。

教育相談課
相談室「はりゆ
ん」

Ａ 来所相談、電話相談 ◎ ①

121

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

①出産・
子育て支
援の拡充

◎子育て支援のための育児相
談、保育相談等の充実
　乳幼児育児相談（ことば、し
つけ、情緒、健康等）、家庭教
育相談など、身近で相談や保
育体験ができる体制を整備し、
子育て支援の充実に努めま
す。

地域保健課

乳幼児健診事
業、のびのび
相談（発達相
談）、親子教室
の実施、電話・
来所・訪問によ
る相談

Ａ

①乳幼児健診における保健相
談・1歳６か月児健診における子
育て相談を実施、②心理士によ
る個別の子育て相談（発達相談）
を実施（予約制）、令和5年度、
158回実施。③親子教室23回実
施。

◎ ①

122

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

①出産・
子育て支
援の拡充

◎子育て支援のための育児相
談、保育相談等の充実
　乳幼児育児相談（ことば、し
つけ、情緒、健康等）、家庭教
育相談など、身近で相談や保
育体験ができる体制を整備し、
子育て支援の充実に努めま
す。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

育児支援家庭
訪問事業、子
ども家庭総合
拠点事業

Ａ

令和5年度における育児支援家
庭訪問事業の利用実績は以下
の通り。
93 世帯（専門支援398 回 育児・
家事支援1,588 回）

◎ ⑤
令和６年４月以降は、養育支援訪
問事業および子育て世帯訪問支
援事業へ移行。

123

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

②保育支
援等の充
実

◎保育事業等の充実
　社会環境の変化の中で様々
な保育要望に対応するため、
待機児童の解消をはじめ、延
長、一時、病児・病後児、障が
い児、預かり保育、育児サポー
トなどの充実を図ります。

こどもみらい
課

地域子ども子
育て支援事業

Ａ

児童の健康診断（内科・歯科）、
給食費、認可外保育施設への賠
償責任保険料補助や保育材料
費等の補助、調理員の検便実施
に係る助成。

◎ ①

令和6年度から子育て支援セン
ターを1施設増設し、実施。
地域子育て支援センター：5か所
つどいの広場：８か所

124

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

②保育支
援等の充

実

◎保育事業等の充実
　社会環境の変化の中で様々
な保育要望に対応するため、
待機児童の解消をはじめ、延
長、一時、病児・病後児、障が
い児、預かり保育、育児サポー
トなどの充実を図ります。

障がい福祉
課

日中一時支援
事業

Ａ

日中活動の場を確保し、日常的
に介護をしている家族の一時休
息のための日中一時支援を、令
和５年度においては86人が利用し
ている。

◎ ①

125

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

②保育支
援等の充
実

◎放課後の児童の居場所の
充実
　全ての児童が放課後を安全・
安心に過ごし、多様な体験・活
動を行うことができるよう、放課
後児童クラブの拡充を図りま
す。

こども政策
課

放課後児童健
全育成事業

Ａ
放課後児童クラブ：114クラブ
受入児童数：5,255名

◎ ①

126

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

②保育支
援等の充
実

◎障がいのある子どもへの支
援
　乳幼児から学齢期を通して、
障がいや発達の遅れのある子
ども及びその保護者への支援
体制の充実を図ります。

地域保健課
小児慢性特定
疾病児童等自
立支援事業

Ａ

小児慢性特定疾病児童等自立
支援事業(相談支援事業、自立
支援員による支援事業、療育生
活支援事業)を実施

○ ①

127

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

②保育支
援等の充

実

◎障がいのある子どもへの支
援
　就学前の障がいや発達の遅
れのある子ども及びその保護
者への支援体制の充実を図り
ます。

こども教育
保育課（こど
も発達支援
センター）

相談・訓練事
業、児童発達
支援、保育所
等訪問支援、
発達支援保育
事業、地域支

援事業

Ａ

就学前の児童の発達に関する相
談と訓練および障害児通所支援
事業、巡回支援専門員整備事業
を実施した。

◎ ①

128

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎介護保険事業の利用促進
　介護保険利用者に、より質の
高いサービスの提供が行われ
るよう、事業所連絡会の充実支
援、福祉用具の適正な利用促
進、住宅改修への適切な対応
等を図ります。

ちゃーがん
じゅう課

介護保険事業
（福祉用具購
入、住宅改修
等）

Ａ
住宅改修費支給事業、福祉用具
購入費支給事業

◎ ①

23



施策
番号

基本
目標

基本
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事業の
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129

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎在宅高齢者の生活支援
　高齢者が、可能な限り住み慣
れた地域において、自立した日
常生活を営むことができるよう
に、軽度生活援助事業等の福
祉サービスで支援します。

ちゃーがん
じゅう課

軽度生活援助
事業・外出支
援サービス事
業・老人福祉
電話設置事
業・食の自立
支援事業・緊
急通報システ
ム事業・ふれあ
いコール事業・
介護用品支給
事業・家族介
護慰労事業

Ａ

・軽度生活援助事業
登録人数101人、延べ利用人数
611人
・外出支援サービス事業
登録人数427人、延べ利用人数
3,610 人
・老人福祉電話設置事業
利用人数　112 人
・食の自立支援事業
登録者数978名、延べ配食数
131,908件
・緊急通報システム事業
登録者数83名、救急車出動10
件、家族への連絡1件
・ふれあいコール事業
利用人数　21 人
・介護用品支給事業
登録者数114名、延べ利用者数
1,174件
・家族介護慰労事業
支給件数1件

◎ ①

130

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎介護への男性参加の意識
の啓発
　介護や看護が女性だけでは
なく、男女がともに担えるような
条件整備と意識の啓発を図りま
す。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供

Ｂ

毎年男女共同参画に関する様々
なテーマの講座を開催している
が、令和5年度は他の講座が優
先された

－
令和6年度には、男性のための介
護講座を予定している。

①

131

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎介護への男性参加の意識
の啓発
　介護や看護が女性だけでは
なく、男女がともに担えるような
条件整備と意識の啓発を図りま
す。

ちゃーがん
じゅう課

介護予防事
業、介護予防
リーダー養成講
座、認知症介
護家族向け教
室の開催等

Ａ

①ちゃーがんじゅうポイント制度を
実施。②介護予防リーダー養成
講座、介護予防リーダーの為の
実践・養成講座の開催、
③認知症介護家族向け教室等
の開催

◎ ①

132

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎多様な在宅サービスの充実
を実現するための関係団体と
の連携
　市民がともに支えあう福祉の
まちづくりを目指し、那覇市社
会福祉協議会、那覇市民生委
員・児童委員連合会等関係団
体との支援・連携を図ります。

福祉政策課

福祉団体への
団体運営補助
金支給(那覇市
社会福祉協議
会、那覇市民
生委員・児童
委員連合会
等)、地域福祉
基金助成事業

Ａ

那覇市社会福祉協議会補助金
（37,268千円）
那覇市民生委員・児童委員連合
会補助金（30,842千円）
那覇市地域福祉基金助成事業
 （9事業 2,462千円）

◎ ①

133

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

③介護者
支援の充
実

◎障がい福祉サービスの充実
促進
　障がい福祉サービスの利用
促進を図ることにより、介護者
の負担を軽減し、日常生活・社
会参加を支援するため、各種
サービスの内容・情報や申請
方法等について、広く市民への
広報・周知に努め、必要な方に
は窓口等で利用を案内します。
　また、さまざまな障がいに合っ
た周知方法について、他自治
体の先進的な取組を参考に、
導入について検討します。

障がい福祉
課

障害福祉サー
ビス等給付事
業、情報提供、
広報・周知、広
報・周知方法
の検討

Ａ

障がいのある方やその家族から
相談があった場合、窓口にて利
用できる障害福祉サービス等の
説明を行い、福祉の制度やサー
ビスについて記載している「障が
い福祉のしおり」を窓口にて配布
し、ホームページにも掲載してい
る。

◎ ①

134

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

④環境整
備の推進

◎地域包括支援センターの機
能拡充・利用促進
　高齢者が、可能な限り住み慣
れた地域で、自分らしい暮らし
を続けることができるよう、地域
の包括的な支援やサービスの
創設・サービス提供体制（地域
包括ケアシステム）の構築を推
進します。

ちゃーがん
じゅう課

地域包括支援
センターの周
知啓発、地域
包括ケアシス
テムの構築、
広報・周知、地
域ケア会議事
業、体制整備
事業等

Ａ
①地域包括支援センターの周知
啓発②地域ケア会議の開催③
生活支援体制整備事業の開催

◎ ①

135

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

④環境整
備の推進

◎地域密着型サービス事業の
充実促進
　高齢者が要介護状態となっ
ても、可能な限り住み慣れた自
宅または地域で生活を継続で
きるよう、地域密着型施設（地
域密着型特別養護老人ホー
ム、認知症高齢者グループ
ホーム、看護小規模多機能型
居宅介護等）の充実促進を図り
ます。

ちゃーがん
じゅう課

地域密着型
サービス事業

Ａ

整備事業所

小規模多機能型居宅介護×1
地域密着型通所介護×3
定期巡回・随時対応型訪問介護
看護×1

◎ ①

136

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

④環境整
備の推進

◎福祉施設等への措置
　経済的理由及び環境的理由
にて自宅での生活が困難な方
のため、養護老人ホームへの
措置入所を行います。

ちゃーがん
じゅう課

老人福祉施設
入所措置事業
(養護)

Ａ

・老人福祉施設入所措置事業(養
護老人ホーム)
措置人数56人（新規入所者：6
人、退所者：5人）、相談件数14
件、措置申請件数8件、措置決
定者7人

◎ ①

137

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

④環境整
備の推進

◎認可外保育施設の支援
　認可外保育施設の実態を把
握し、児童が安全に健やかに
過ごせるように保育内容に関す
る研修実施、助言を行うととも
に、給食費、保育材料費、健
診料の補助事業など、支援策
の充実に努めていきます。

こども教育
保育課

保育等支援事
業

Ａ

乳児保育や子どもの人権に関す
る研修等を実施した。保育業務
に支障がないよう、オンデマンド
配信にし、より多くの保育従事者
が受講できた研修もあった。

○ ②
保育施設のニーズに合わせるよう
研修内容を企画する。
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138

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（２）家
事・育
児・介
護など
多様な
ニーズ
に対応
した支
援の拡
充

④環境整
備の推進

◎認可外保育施設の支援
　認可外保育施設の実態を把
握し、児童が安全に健やかに
過ごせるように保育内容に関す
る研修実施、助言を行うととも
に、給食費、保育材料費、健
診料の補助事業など、支援策
の充実に努めていきます。

こどもみらい
課

新すこやか事
業

Ａ

児童の健康診断（内科・歯科）、
給食費、認可外保育施設への賠
償責任保険料補助や保育材料
費等の補助、調理員の検便実施
に係る助成。

◎ ①

139

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

①性別・
世代を超
えた政
策・方針
等の策定

◎地域活動への参加促進
 自治会や小学校区まちづくり
協議会などの地域活動の場
に、性別・世代を問わず誰もが
参加しやすい環境をつくり、地
域課題解決に向けた政策・方
針等の策定に多くの市民が関
われるよう、推進します。

まちづくり協
働推進課

なは市民協働
大学・なは市民
協働大学院・
那覇市連絡事
務委託及び受
託自治会補助
事業・校区まち
づくり協議会支
援事業等

Ａ

・なは市民協働大学・大学院を実
施
・毎月の自治会定例会の場での
情報共有
・各小学校区まちづくり協議会の
定例会等の場での情報共有

○ ①

139

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

②地域活
動におけ
る性別役
割分担意
識の解消

【再掲】◎地域活動への参加
促進
　自治会や小学校区まちづくり
協議会などの地域活動の場
に、性別・世代を問わず、誰も
が参加しやすい環境をつくりま
す。

まちづくり協
働推進課

なは市民協働
大学・なは市民
協働大学院の
実施・協働によ
る那覇のまちづ
くりのために～
笑顔が輝くまち
～

Ａ

・なは市民協働大学・大学院を実
施
・毎月の自治会定例会の場での
情報共有
・各小学校区まちづくり協議会の
定例会等の場での情報共有

○ ①

140

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

③地域活
動におけ
るリーダー
支援

◎地域活動を担うリーダーの
養成
　市民活動・生涯学習の場に
おいて、那覇市、関係団体、Ｎ
ＰＯなどが行う、地域活動を担
うリーダーの育成事業を支援し
ます。

まちづくり協
働推進課

なは市民活動
支援センター
講座事業、な
は市民協働大
学・なは市民協
働大学院

Ａ

・各種講座（プレゼンテーション
講座、ファシリテーション講座、企
画づくり講座など）を実施
・なは市民協働大学・大学院を実
施

○ ①

141

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

③地域活
動におけ
るリーダー

支援

◎地域活動を担うリーダーの
養成
　市民活動・生涯学習の場に
おいて、那覇市、関係団体、Ｎ
ＰＯなどが行う、地域活動を担
うリーダーの育成事業を支援し
ます。

生涯学習課
社会教育団体
等への支援

Ａ

那覇市補助金等交付規則によ
り、各社会教育団体へ那覇市生
涯学習振興費補助金を交付。

【社会教育団体】

那覇市ＰＴＡ連合会
那覇市女性連合会
那覇市子ども会育成連絡協議会
那覇市青少年健全育成市民会
議

○ ①

142

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

③地域活
動におけ
るリーダー

支援

◎地域活動を担うリーダーの
養成
　市民活動・生涯学習の場に
おいて、那覇市、関係団体、Ｎ
ＰＯなどが行う、地域活動を担
うリーダーの育成事業を支援し
ます。

健康増進課
食生活改善推
進員活動

Ａ

（１）登録人数：39人
（２）健康料理教室：５回
（３）エプロンシアター：６回
（４）食生活展：10回
（５）定例会：９回

○ ①

143

３ ワー
ク・ライ
フ・バラ
ンスの
推進
（那覇
市女性
活躍推
進計
画）

（３）地
域活動
への参
画の促
進

③地域活
動におけ
るリーダー
支援

◎女性の視点も取り入れた「ま
ちづくり」の推進
　性別を問わず、まちづくりに関
する活動をしているＮＰＯや市
民団体で活躍する市民を人材
リストに登録し、関連する審議
会や委員会等へ情報を提供し
ていきます。

まちづくり協
働推進課

人材データバ
ンク事業、関係
機関・団体との
連携

Ａ

・人材データバンク事業の実施
・協働によるまちづくり推進審議会
を3回実施し、助成金交付団体を
選定した

○ ①

144

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

①審議会
等への女
性の参画
推進

◎那覇市審議会等委員への
女性登用促進
 男女いずれか一方の委員の
割合が40％未満にならないよう
にすることを目標とし、女性委
員ゼロの審議会等の解消に努
めます。

平和交流・
男女参画課

那覇市審議会
等委員への女
性登用促進要
綱の推進

Ａ

・要綱に基づき、各審議会の女性
登用率の達成状況について意見
書を出した。その際、充て職にと
らわれない委員選定を行うよう意
見書へ追記。

◎ ①

145

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

①審議会
等への女
性の参画
推進

◎「那覇市環境基本条例」の
理念に基づき、女性の視点を
入れた「まちづくり」の計画や
実施
　環境問題全般への取組にお
いて、企画段階から女性の意
見を取り入れることができるよ
う、推進していきます。

都市計画課

都市計画審議
会、景観審議
会、都市デザイ
ン・アドバイ
ザーへの積極
的登用

Ｂ

都市計画審議会については、土
木や建築など専門的分野におけ
る女性委員の人選に苦慮してい
る現状である。

都市デザインアドバイザー会議に
おいて色彩の専門家として意見
を伺った。委員6名中、女性1名。
都市計画審議会においては、多
岐にわたる分野から委員16名
中、女性6名。

○ ①

146

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

①審議会
等への女
性の参画

推進

◎「那覇市環境基本条例」の
理念に基づき、女性の視点を
入れた「まちづくり」の計画や
実施
　環境問題全般への取組にお
いて、企画段階から女性の意
見を取り入れることができるよ
う、推進していきます。

環境政策課

環境基本条例
第21条により設
置された「那覇
市環境審議
会」での女性委
員の登用

Ａ 委員１１名中、女性が３名 ◎ ①
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施策
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事業の
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147

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

②本市に
おける女
性管理職
の登用率
向上への
取組の促
進

◎女性職員の政策決定過程
への参画を促進する
　本市の政策立案に大きく関わ
り、責任のある立場に立つ管理
職への積極的な女性登用及び
女性登用率を高めるため、男
女平等の視点に立った意識啓
発につながる情報提供や周知
活動、人材育成のための学習
プログラムや研修などを実施し
ます。

平和交流・
男女参画課

職員研修、情
報収集・提供

Ａ

・センターだより327号（6月号）に
おいて、本市女性職員の管理職
登用割合等を掲載。
・本市の男女共同参画事業概要
において、女性管理職登用率の
推移を掲載。

○ ①

148

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

②本市に
おける女
性管理職
の登用率
向上への
取組の促
進

◎女性職員の政策決定過程
への参画を促進する
　本市の政策立案に大きく関わ
り、責任のある立場に立つ管理
職への積極的な女性登用及び
女性登用率を高めるため、男
女平等の視点に立った意識啓
発につながる情報提供や周知
活動、人材育成のための学習
プログラムや研修などを実施し
ます。

人事課

職員研修、県
外派遣研修、
主査・主幹級を
含めた積極的
な登用

Ａ

①新採用職員前期研修（男女共
同参画社会とは）
②県外派遣研修（女性リーダー
のためのマネジメント研修）へ１人
派遣
③主査・主幹級を含めた積極的
な登用

◎ ①

149

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

③女性役
員・役職
等リー
ダーがい
る企業・
団体への
支援

◎女性の人材育成の推進
　あらゆる分野における女性の
政策決定過程への参画を促進
するため、人材育成のための適
切な学習・訓練・研修機会を確
保します。また、国内外の女性
の政治や社会への参画の実態
や女性活躍を推進する制度な
どの情報を収集し、提供しま
す。

平和交流・
男女参画課

那覇市男女共
同参画研修参
加費補助金、
関連図書や資
料・情報の提
供、広報・周知

Ａ

・那覇市男女共同参画研修参加
費補助事業について、センター
だより326号、333号へ掲載し、情
報提供を行った。
・335号では、海外研修に参加し
た市民の研修レポートを掲載した

○ ①

150

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

③女性役
員・役職
等リー
ダーがい
る企業・
団体への
支援

◎女性管理職・リーダーの人
材育成支援
　あらゆる分野における女性の
政策決定過程への参画を促進
するため、人材育成のための適
切な学習・訓練・研修機会を確
保します。

商工農水課

女性管理職・
リーダーの人材
育成関連情報
の提供

Ｅ
周知依頼等がなかったため未実
施。

－ ①

151

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

③女性役
員・役職
等リー
ダーがい
る企業・
団体への
支援

◎女性の政策方針決定過程
への参画を推進するための情
報の収集と提供
 世界・国内の女性の政治や社
会への参画の実態や女性活躍
を推進する制度などの情報(書
籍、資料等)を収集し、市民の
利用に供します。

図書館
関連図書や資
料・情報の提
供

Ａ
全館で関連する図書の購入を
行った。中央・石嶺図書館では資
料特集展示を実施した。

○ ②

・労働局や女性センターなどか
ら、女性の活躍を推進する制度
や情報(書籍、資料等）を収集し
特集展示を実施する。
・女性活躍関連の書籍の購入

1

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

③女性役
員・役職
等リー
ダーがい
る企業・
団体への
支援

【再掲】◎意識・実態調査によ
る実態把握・施策展開
 男女共同参画に関する市民・
事業所の意識・実態調査を定
期的に実施し、市民並びに事
業所の実態把握とニーズに
合った施策展開を図ります。

平和交流・
男女参画課

男女共同参画
に関する市民・
事業者の意
識・実態調査
（５年ごと）

Ｄ
次期計画策定前（R8）に実施す
る

－
次期計画策定前（R8）に実施す
る

①

152

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

④女性の
政治への
参画促進

◎女性議員を増やすための環
境づくり
　女性議員の割合を高めるた
めの意識啓発講座やシンポジ
ウム等の開催、女性の政治参
画に関する国内外の情報を収
集し、情報提供や広報・周知
活動を促進します。

平和交流・
男女参画課

センター講座
やシンポジウム
等の開催、情
報提供、広報・
周知

Ａ

・センターだより３28号にて、男女
格差（ジェンダーギャップ）指数ラ
ンキングを掲載。
・市HPにて、地方公共団体の議
会の議員に占める女性の割合な
どを見る事ができる「市町村女性
参画状況見える化マップ」につい
て掲載。

○ ①

153

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

④女性の
政治への
参画促進

◎政治分野における男女共同
参画推進への取組の推進
　2018（平成30）年5月に施行さ
れた「政治分野における男女共
同参画の推進に関する法律」
に基づき、本市において必要な
施策の策定や実施について、
庁内関係部署へ、クオータ制
等の情報の提供や実施に向け
た取組への働きかけを行いま
す。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知

Ｂ

「政治分野における男女共同参
画の推進に関する法律」の2021
年改正に伴い自治体が新たな対
応を行うことが求められている事
項について、庁内関係部署と情
報共有を行った。

－
国の調査研究資料等をとおして
取組時事例を関係部署と共有す
る

①

154

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計

画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

⑤男女共
同参画に
関する総
合的な情
報発信

◎男女共同参画関連施策等
の総合的な情報発信
 なは女性センターのWebサイ
トやセンターだより等の情報発
信に関する広報等を強化・拡
充します。

平和交流・
男女参画課

年に１回、市広
報紙「なは市民
の友」に特集記
事を掲載

Ｂ

市広報誌の「なは市民の友」で
は、特集記事ではないが、毎月
なは女性センターからの情報発
信のスペースが確保されており、
講座情報や、男女平等週間など
について掲載している。

－
特集記事の掲載について検討を
進める

①

155

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（１）政
策・方
針決定
の場へ
の女性
の参画
推進

⑤男女共
同参画に
関する総
合的な情
報発信

◎男女共同参画関連施策等
の総合的な情報発信
 なは女性センターのWebサイト
やセンターだより等の情報発信
に関する広報等を強化・拡充し
ます。

秘書広報課

年に1回、市広
報紙「なは市民
の友」に特集記
事を掲載

Ａ

広報なは市民の友において、毎
月「なは女性センター」の枠を設
け広報している。
ピンクドット沖縄などのイベントを
取材し、広報紙とSNSで情報発信
した。

◎ ①

26



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

156

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（２）男
女均等
な雇用
機会と
待遇の
確保

①男女雇
用機会均
等法等の
広報・啓
発

◎事業主等に対する男女雇
用機会均等法等の周知啓発
　国・県、関係機関と連携して、
就労上の女性差別見直しのた
め、市内事業所へ、男女雇用
機会均等法や女性活躍推進
法等の関係法令やポジティブ・
アクションの理解を深め、事業
所内で推進してもらうよう、働き
かけます。

平和交流・
男女参画課

センター講座・
研修・シンポジ
ウム等、情報
提供、広報・周
知

Ｂ
・市HPにて、女性活躍推進法に
基づくえるぼし認定を受けた企業
を掲載

－
男女雇用機会均等法や女性活
躍推進法等の理解を深めるため
情報発信を検討する

①

157

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（２）男
女均等
な雇用
機会と
待遇の
確保

①男女雇
用機会均
等法等の
広報・啓
発

◎事業所における労働関係法
令遵守の実態把握
　事業所における労働関連法
令の遵守の実態を把握するとと
もに、関係法令の周知徹底を
図り、制度導入について関係機
関と連携を図りながら啓発に努
めます。

平和交流・
男女参画課

男女共同参画
に関する市民・
事業所の意
識・実態調査
（５年ごと）、情
報提供、広報・
周知

Ｄ
次期計画策定前（R8）に実施す
る

－
次期計画策定前（R8）に実施す
る

①

158

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（２）男
女均等
な雇用
機会と
待遇の
確保

②同一労
働・同一
賃金制度
への意識
啓発や体
制整備へ
の支援

◎パートタイム労働者に対す
る、社会保障制度の周知や待
遇改善に向けた意識啓発・体
制整備への支援
　適切な労働条件の確保及び
福利厚生の充実など、雇用管
理の改善を図るための必要な
措置を講ずるよう、法の遵守及
び啓発に努めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知

Ａ

１月24日講座：私のための労働セ
ミナー　安心して働き続けるため
に、「社会保障・労働制度」につ
いて学ぶ

◎ ①

159

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（２）男
女均等
な雇用
機会と
待遇の
確保

③女性の
ライフス
テージに
あった
キャリアデ
ザインの
支援

◎女性の就業・起業への支援
　女性が、出産や育児などで
一時的に就労の場を離れてい
ても、再就職を望む場合に就
労支援や技術習得のための講
座の実施、また、起業に際して
の情報提供や講座等を実施し
ます。

商工農水課
なはし創業・就
職サポートセン
ター運営事業

Ａ

・就労や技術習得支援として、
「就職活動の基本」や「履歴書の
書き方」、「面接対策」、「求人の
探し方」といった就職活動の基礎
となるものや、「就活メイクのポイ
ント」、「超初心者向けパソコン基
礎講座」、「就職活動のための時
間管理」といった女性の社会復帰
にも活用できるセミナーを開催。
・創業支援として、「個人事業主
向けの確定申告」、「資金調達の
方法」、「SNS集客の始め方」、
「事業計画書の作り方」、等のセミ
ナーを開催するとともに各支援機
関の情報提供も実施。

◎ ①

160

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（２）男
女均等
な雇用
機会と
待遇の
確保

③女性の
ライフス
テージに
あった
キャリアデ
ザインの
支援

◎生徒・学生への生涯設計、
男女共同参画の理念に基づく
職業意識の啓発
　男女共同参画の視点に立っ
て、生徒・学生一人ひとりの勤
労観や職業観を育て、自分自
身の将来を展望できる力をつ
けるためのキャリア教育を推進
します。

商工農水課

なはし創業・就
職サポートセン
ター運営事
業、なは産業
支援センター
育成支援事
業、那覇市ＩＴ
インキュベート
施設運営事業

Ａ

①～③未実施。
④小中学生キャリア教育事業実
施。
産業教育プログラム 2校
起業家育成プログラム 2校

◎ ①

161

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

①女性の
就業・起
業・再就
職支援

◎女性の職業選択肢を広げる
ための幅広い情報提供の強
化
　女性があらゆる分野の職域に
進出できるよう、国内外の取組
についての情報の収集・提供に
努めます。
　また、関係機関と連携しなが
ら、広く市民・事業所への周知
啓発活動を実施します。

平和交流・
男女参画課

情報収集・情
報提供

Ａ

・１月20日（土）講座「私のための
労働セミナー　安心して働き続け
るために、「社会保障・労働制度」
について学ぶ」

◎ ①

159

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

①女性の
就業・起
業・再就
職支援

【再掲】◎女性の就業・起業へ
の支援
　女性が、出産や育児などで
一時的に就労の場を離れてい
ても、再就職を望む場合に就
労支援や技術習得のための講
座の実施、また、起業に際して
の情報提供や講座等を実施し
ます。

商工農水課
なはし創業・就
職サポートセン
ター運営事業

Ａ

・就労や技術習得支援として、
「就職活動の基本」や「履歴書の
書き方」、「面接対策」、「求人の
探し方」といった就職活動の基礎
となるものや、「就活メイクのポイ
ント」、「超初心者向けパソコン基
礎講座」、「就職活動のための時
間管理」といった女性の社会復帰
にも活用できるセミナーを開催。
・創業支援として、「個人事業主
向けの確定申告」、「資金調達の
方法」、「SNS集客の始め方」、
「事業計画書の作り方」、等のセミ
ナーを開催するとともに各支援機
関の情報提供も実施。

◎ ①

162

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

②高齢者
への就業
等支援

◎高齢者の社会参画の促進
及び就業等自立の促進
　高齢者が、積極的に社会参
加して、生きがいを持って自立
した生活を送ることができるよ
う、趣味・文化活動、生涯学習
及び発表の場・交流機会の充
実などの活動を活かした就業
等自立促進を支援し、経済的
安定が図れるようにします。

商工農水課
なはし創業・就
職サポートセン
ター運営事業

Ａ

中高年の参加者の関心が高い
「介護」に関する仕事紹介セミ
ナーや、年齢に対する不安感をも
つ方に寄り添った内容の相談対
応を行った。

◎ ①

27



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

163

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

②高齢者
への就業
等支援

◎高齢者の社会参画の促進
及び就業等自立の促進
　高齢者が、積極的に社会参
加して、生きがいを持って自立
した生活を送ることができるよ
う、趣味・文化活動、生涯学習
及び発表の場・交流機会の充
実などの活動を活かした就業
等自立促進を支援し、経済的
安定が図れるようにします。

ちゃーがん
じゅう課

老人福祉セン
ター・老人憩の
家事業、福祉
バス運行事
業、老人クラブ
助成金、地域
ふれあいデイ
サービス事業、
ちゃーがんじゅ
うポイント制度、
生活支援サ
ポーター

Ａ

・老人福祉センター・老人憩の家
事業
利用者数（延べ人数）：末吉
15,994人、壺川33,811人、小禄
21,833人、識名14,027人、辻
14,380人、安謝9,259人、金城
17,334人、合計126,638人
・福祉バス運行事業
延べ利用者数　16,993人
・老人クラブ助成金
16団体に上限40,000円を交付
（40,000円×9団体、38,000円×7
団体）

◎ ①

164

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

②高齢者
への就業
等支援

◎高齢者の雇用の促進
　高齢者が協働、共助しあい、
就業を通して生きがいづくりや
社会参加を図る公益財団法人
シルバー人材センターに対し、
事業補助や相談指導等を行い
ます。

ちゃーがん
じゅう課

シルバー人材
センター運営
補助

Ａ
那覇市シルバー人材センターの
事業運営に対し補助金を交付

◎ ①

165

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

②高齢者
への就業
等支援

◎若者と高齢者の世代間交
流と協働の支援
　高齢者を、常に支えられる立
場として位置づけるのではな
く、他の世代とともに社会を支え
る重要な一員として考え、世代
を超えた交流・協働を図りま
す。保育園児やこども園児と高
齢者との交流を促進します。

こども教育
保育課

地域ふれあい
デイサービスへ
の場提供・交
流、お招き会
等の園行事交
流

Ａ

地域ふれあいデイサービスへの
場提供・交流、お招き会の実施
（コロナの感染状況や参加者へ
の影響等を考慮し、実施を見合

わせた園もある）

○ ①

166

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

②高齢者
への就業
等支援

◎若者と高齢者の世代間交
流と協働の支援
　高齢者を、常に支えられる立
場として位置づけるのではな
く、他の世代とともに社会を支え
る重要な一員として考え、世代
を超えた交流・協働を図りま
す。保育園児やこども園児と高
齢者との交流を促進します。

福祉政策課
（総合福祉
センター）

那覇市社会福
祉協議会運営
の金城老人憩
の家、金城児
童館、ボラン
ティアセンター
等における高
齢者や児童・
生徒等の交流
事業

Ａ
①かなぐすく地域福祉まつり開催
（R5年11月18日）

◎ ①

167

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

③障がい
者への就
業等支援

◎障がい者の社会参画の促
進及び就業等自立の促進
　障害者自立支援法の施行に
より、福祉サービスの提供主体
が市町村に一元化され、あわ
せて、一般就労への移行推進
についても市町村事業となった
ため、障がいのある方が積極
的に社会参加して、生きがいを
持って自立した生活を送ること
ができるよう、関係機関と連携
し、就労機会の拡大や福祉
サービスの充実と利用促進を
図り、社会的環境整備に努めま
す。

障がい福祉
課

那覇市障がい
者就労支援セ
ンター事業、障
害福祉サービ
ス等給付事
業、移動支援
事業

Ａ

①障がい者の就職支援、職場定
着支援を図るため、ジョブサポー
ターの派遣及びジョブサポーター
養成研修講座を実施した。
②那覇市障がい者自立支援協
議会や、その下部組織である各
ワーキングの場において、関係機
関と連携を行った。また、卒業を
控えた特別支援学校に通う児童
の保護者を対象に、卒業後の障
害福祉サービス利用についての
説明会を実施した。
③公共交通機関の利用が困難
な重度の障がいのある方に対し、
リフト付きバスで移動支援をおこ
なった。

◎ ①

133

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

③障がい
者への就
業等支援

【再掲】◎障がい福祉サービス
の充実促進
　障がい福祉サービスの利用
促進を図ることにより、介護者
の負担を軽減し、日常生活・社
会参加を支援するため、各種
サービスの内容・情報や申請
方法等について、広く市民への
広報・周知に努め、必要な方に
は窓口等で利用を案内します。
　また、さまざまな障がいに合っ
た周知方法について、他自治
体の取組を参考に、導入につ
いて検討します。

障がい福祉
課

障害福祉サー
ビス等給付事
業、情報提供、
広報・周知、広
報・周知方法
の検討

Ａ

障がいのある方やその家族が利
用できる、福祉の制度やサービス
について記載している「障がい福
祉のしおり」を窓口にて配布して
いる。また、そのしおりを今年度か
らホームページにも掲載してい
る。

◎ ①

61

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

③障がい
者への就
業等支援

【再掲】◎障害者差別解消法
の広報・周知と取組みの推進
　2016（平成28）年４月施行の
「障害者差別解消法」の市民・
事業者・市職員への周知を徹
底し、障害を理由とする差別を
なくし、合理的配慮の提供を推
進していきます。
　また、本市では、障がいのあ
る方に配慮した窓口対応、通
知や書類・広報、庁舎内の環
境整備と、市職員の合理的配
慮についての意識啓発を推進
していきます。

障がい福祉
課

広報・周知、情
報提供、庁内
における「合理
的配慮」に関す
る取組の推進

Ａ

①12/3～12/9の障害者週間にあ
わせて、法の周知等を行うため
に、庁内モニター・市公式ホーム
ページ・「広報なは市民の友12月
号」への掲載、庁内ロビーにて権
利擁護に関するパンフレットの設
置等を行った。
②差別に関する相談に対応する
とともに、①の啓発とあわせて庁
内インフォメーションにおいて職
員向けに「職員対応マニュアル」
の周知を改めて行った。

◎ ①

104

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

④優良企
業への支
援

【再掲】◎優良企業の支援制
度の検討
　先進的な取組を行っている企
業の支援につながる施策や評
価制度等の導入を検討しま
す。

平和交流・
男女参画課

支援策や評価
制度の導入に
向けた調査・検
討、情報収集

Ｃ 他業務を優先して行った － 情報収集を行う ①
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施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

168

４ あら
ゆる分
野への
女性の
活躍推
進（那
覇市女
性活躍
推進計
画）

（３）多
様で柔
軟な働
き方・就
労の促
進

④優良企
業への支

援

【再掲】◎優良企業の支援制
度の検討
　先進的な取組を行っている企
業の支援につながる施策や評
価制度等の導入を検討しま
す。

法制契約課

総合評価落札
方式等企業の
技術力を評価
する入札制度
において、女性
技術者の雇用
を実施している
企業への加点
の検討等

Ａ

９件の総合評価方式による入札に
おいて、女性及び若手技術者を
配置予定の事業者へ技術評価
点の加点を行った。

◎ ①

169

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎｢ＤＶ防止法」の周知徹底・
意識啓発
　なは女性センターでは、ＤＶ
などのあらゆる暴力の根絶のた
め、市民へ意識啓発を図るた
めの情報提供・講座等（加害者
にも被害者にも、傍観者にもな
らないための予防のプログラム
など）を充実させます。

平和交流・
男女参画課

情報提供・広
報・周知、セン
ター講座

Ａ

・2月3日（土）講座「｢刑法(性犯罪
規定)改正｣～何がどう変わったの
か～」
・3月7日（木）講座「中島幸子さん
が語る『性暴力被害』の実際 講
座」

◎ ①

170

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎ＤＶ加害者への再発防止に
むけた取組
　ＤＶ加害者への再発防止に
向けた情報の収集・提供に努
めます。

平和交流・
男女参画課

情報提供 Ａ

・更生保護法人がじゅまる沖縄が
作成したポスターや案内カードを
掲示。
・更生保護法人がじゅまる沖縄主
催の「DV防止について考える講
座」の案内。

○ ①

171

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎ＤＶ被害者への支援強化
　ＤＶなど、あらゆる暴力で悩
んでいる女性を支援するため、
女性相談所や警察、民間の
シェルターなどの関係機関等と
のネットワークづくりの促進に努
めていきます。

平和交流・
男女参画課

相談室（ダイヤ
ルうない）、セン
ター講座、ＤＶ
被害者支援の
ための庁内ネッ
トワーク会議、
ストップ・ＤＶ情
報提供、各関
係機関との連
携

Ａ

・2月3日（土）講座「｢刑法(性犯罪
規定)改正｣～何がどう変わったの
か～」
・3月7日（木）講座「中島幸子さん
が語る『性暴力被害』の実際」
・毎月第3金曜日に被害者支援
会を実施。

◎ ①

172

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎ストーカー行為等への対策
の推進
　ストーカー行為は、それ自
体、被害者の生活の平穏を害
する行為であるため、被害者が
早期に相談できるよう必要な措
置を講じ、警察等関係機関と
連携して迅速な対応・支援に
努めます。

平和交流・
男女参画課

相談室（ダイヤ
ルうない）、法
律相談

Ａ

・「ダイヤルうない」にて９時～17時
（月曜～土曜）の間、電話相談を
受けている。必要に応じて、同行
支援を行っている。
・希望者には、毎月1回の法律相
談を実施している（4月、12月を除
く）。

◎ ①

173

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎ストーカー行為等への対策
の推進
　ストーカー行為は、それ自
体、被害者の生活の平穏を害
する行為であるため、被害者が
早期に相談できるよう必要な措
置を講じ、警察等関係機関と
連携して迅速な対応・支援に
努めます。

ハイサイ市
民課

住民基本台帳
事務における
支援措置

Ａ

ハイサイ市民課に支援措置担当
職員を配置し警察等関係機関と
連携して迅速な対応・支援に努
めている。

◎ ①

174

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎ストーカー行為等への対策
の推進
　ストーカー行為は、それ自
体、被害者の生活の平穏を害
する行為であるため、被害者が
早期に相談できるよう必要な措
置を講じ、警察等関係機関と
連携して迅速な対応・支援に
努めます。

市民生活安
全課

市民相談、法
律相談

Ａ

①市政相談
　相談者より聞き取りを行い関係
課または関係機関による相談窓
口へ繋げた。
②特別相談
・法律相談
　弁護士との相談を月～金曜日
の14：00～16：30に実施した。
・なやみごと相談
　身上相談員との相談を偶数月
第1木曜日の10：00～12：00に実
施した。
・人権相談
　人権擁護委員による相談を第1
月曜日の10：00～12：00に実施し
た。

◎ ①

②特別相談のなやみごと相談に
ついては令和６年度より日程を偶
数月第3月曜日の10：00～12：00
に変更して実施する。

175

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎外国人の人権侵害につな
がる問題への取組、相談窓口
の設置
　外国人を含めた市民の相談
窓口にて、必要な関係機関へ
つなぎ、関連情報の提供を行
います。

市民生活安
全課

市民相談、人
権相談、法律
相談

Ａ

①市政相談
　相談者より聞き取りを行い関係
課または関係機関による相談窓
口へ繋げた。
②特別相談
・法律相談
　弁護士との相談を月～金曜日
の14：00～16：30に実施した。
・人権相談
　人権擁護委員による相談を第1
月曜日の10：00～12：00に実施し
た。
③外国人相談
　通訳士２名を配置し、情報提供
及び相談を月～金曜日の9：00～
17：00に実施した。

◎ ①

29



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

176

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎外国人の人権侵害につな
がる問題への取組、相談窓口
の設置
　外国人向けの相談窓口につ
いて、調査・研究し、設置の可
否を検討します。あわせて、関
連情報の収集・提供を行いま
す。

平和交流・
男女参画課

相談窓口の設
置検討・情報
提供

177

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎被害者への支援強化
　ＤＶ・ストーカーなど、あらゆる
暴力で悩んでいる配偶者等(外
国人含む)の相談を受け、情報
提供を行い、民間のシェルター
や女性相談所、警察などの関
係機関等と連携して支援を行
います。

保護管理課

女性相談所、
各関係機関と
の連携、ＤＶ被
害者支援のた
めの庁内ネット
ワーク会議

Ａ

女性相談所や警察署、その他
NPO法人等を含め、庁内外の各
関係機関と連携して支援を行っ
た

◎ ①

178

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

①女性に
対するあ
らゆる暴
力の根絶

◎若年被害者に対する支援
　公的機関・施設や民間支援
団体と連携し、アウトリーチから
居場所の確保、公的機関や施
設へアプローチを行う仕組みを
検討します。

平和交流・
男女参画課

相談室（ダイヤ
ルうない）、セン
ター講座、ＤＶ
被害者支援の
ための庁内ネッ
トワーク会議、
ストップ・ＤＶ情
報提供、各関
係機関との連
携

Ａ

・「ダイヤルうない」にて９時～17時
（月曜～土曜）の間、電話相談を
受けている。必要に応じて、同行
支援を行っている。
・希望者には、毎月1回の法律相
談を実施している（4月、12月を除
く）。

◎ ①

179

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

②子ども
に対する
あらゆる
暴力の根
絶

◎専門的・総合的な相談支援
機能の充実
　職員の資質向上のため内外
の研修機会を活用するととも
に、関係機関との連携を進め、
子育て家庭に対する専門的・
総合的な相談支援機能の充実
を図ります。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

子ども家庭総
合支援拠点事
業、那覇市要
保護児童対策
地域協議会、
関係機関との
連携強化

Ａ

子ども家庭総合支援拠点事業：
家庭相談員、担当職員で県や関
係機関が実施する児童虐待防止
関連の研修を受講し、児童虐待
防止にかかる知識を深め、支援
に活かしている。

◎ ①

180

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

②子ども
に対する
あらゆる
暴力の根
絶

◎児童虐待の早期発見、適
切な支援体制の確立
　意識啓発等、児童虐待防止
のための取組を推進するととも
に、市民等から情報提供を受
け、支援の必要な子どもや家
庭を早期に発見して適切な支
援が迅速に行われるよう、関係
機関との連携体制の充実を図
ります。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

子ども家庭総
合支援拠点事
業、那覇市要
保護児童対策
地域協議会、
関係機関との
連携強化

Ａ

那覇市要保護児童対策地域協
議会：毎年１１月の児童虐待防止
推進月間において、本庁舎での
パネル展示、市民の友やHPへの
掲載等を通じ、虐待の影響や虐
待発見時の早期の通報について
周知啓発を図っている。また、関
係機関（学校、保育園、民生委
員等）を対象に虐待防止に関す
る講義を実施し、連携の必要性
について周知を図っている。

◎ ①

181

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

③高齢者
に対する
あらゆる
暴力の根
絶

◎高齢者への虐待についての
情報提供・相談体制の充実
　高齢者虐待の疑いがある場
合は、必要に応じ、高齢者保
護のための適切な措置を講じ
ます。また、養護者（現に高齢
者を擁護している者）に対する
支援も行います。

ちゃーがん
じゅう課

地域包括支援
センターや
ちゃーがんじゅ
う課での総合
相談支援、高
齢者虐待・予
防の周知・啓
発、関係機関と
の連携等

Ａ

①地域包括支援センターや
ちゃーがんじゅう課での総合相談
支援
②高齢者虐待・予防の周知・啓
発
③関係機関との連携等

◎ ①

182

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

④障がい
者に対す
るあらゆる
暴力の根
絶

◎障がい者への虐待の防止
　障がいのある人への虐待防
止のため、関係機関の連携体
制を構築するとともに、虐待対
応の窓口となる、那覇市障が
い者虐待防止センターを中心
に、円滑な支援を行います。

障がい福祉
課

権利擁護推進
事業、障がい
者への暴力予
防の周知啓
発、関係機関と
の連携

Ａ

①緊急一時保護を実施すること
ができる事業所の確保及び実際
の受入れ対応を行った。
②12/3～12/9の障害者週間にあ
わせて、虐待防止法に関するパ
ンフレットを庁内ロビーにおいて設
置した。
③個別事案に対応するにあたり
「那覇市障がい者権利擁護ネット
ワーク会議」を開催した。

◎ ①

183

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑤多様な
性を生き
る人に対
するあら
ゆる暴力
の根絶

◎多様な性を生きる人のため
の人権侵害への相談窓口の
設置、意識啓発活動
　性的マイノリティを含め、さま
ざまなケースを認識し、その対
応について取り組みます。
　また、多様な性を生きる人の
人権尊重についての意識啓発
に努めます。

平和交流・
男女参画課

相談室「ダイヤ
ルうない」、セン
ター講座、情
報提供、広報・
周知、性の多
様性を理解す
るための図書
の収集・提供

Ａ

・「ダイヤルうない」にて９時～17時
（月曜～土曜）の間、電話相談を
受けている。
・貸出図書として性の多様性に関
する書籍を購入。
・6月17日（土）講座「性の多様性
と人権～レインボーフラッグをか
かげて～」

◎ ①

進捗報告不要
（令和２年度市民生活安全課にて外国人向け相談窓口を設置した）
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184

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑤多様な
性を生き
る人に対
するあら
ゆる暴力
の根絶

◎多様な性を生きる人のため
の人権侵害への相談窓口の
設置、意識啓発活動
　小・中学校における、多様な
性を生きる人の人権尊重につ
いての教育や意識啓発活動を
実施します。
　また、学校内で相談できるよう
な体制づくりを推進します。

学校教育課

性の多様性を
含めた人権教
育、教職員研
修、関連図書
の情報収集・
提供、相談体
制づくりの推進

Ａ
学校内で相談できるような体制を
つくるため、教育相談週間や定期
的なアンケート等を実施した。

○ ①

185

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑥ジェン
ダーに基
づく、各種
メディアに
おけるあ
らゆる人
権侵害の
根絶

◎インターネットやＳＮＳ等にお
ける人権侵害根絶への取組
　インターネットやＳＮＳ等にお
ける人権侵害の被害防止や啓
発活動、学習機会や情報の提
供および相談対応等の支援、
関係機関との連携に努めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、相
談対応

Ａ

・なは女性センターだより336号に
県内サイバー犯罪（多くが性犯
罪）の検挙事例を掲載し、被害防
止のため注意喚起を行った。
・ダイヤルうないでの相談対応

◎ ①

186

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑥ジェン
ダーに基
づく、各種
メディアに
おけるあ
らゆる人
権侵害の

根絶

◎インターネットやＳＮＳ等にお
ける人権侵害根絶への取組
　インターネットやＳＮＳ等にお
ける人権侵害の被害防止や啓
発活動、学習機会や情報の提
供および相談対応等の支援、
関係機関との連携に努めます。

学校教育課

校長連絡協議
会・教頭連絡
会・生徒指導
主事連絡協議
会での情報提
供

Ａ
各種研修・協議会等で各学校へ
の広報周知を行った。

○ ①

187

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑦性暴
力・DV・
ストーカー
行為等防
止の意識
づくり

◎あらゆる暴力の根絶を図る
ための意識啓発の充実
　性暴力やＤＶ、ストーカー行
為などの根絶のため、市民へ
意識啓発を図り、より理解を深
めてもらうための講座の実施、
情報提供、広報周知、図書の
提供等に努めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知、図書
の提供、思春
期プログラムの
提供

Ａ

・2月3日（土）講座「｢刑法(性犯罪
規定)改正｣～何がどう変わったの
か～」
・3月7日（木）講座「中島幸子さん
が語る『性暴力被害』の実際」
・市内公立全中学校を対象に思
春期プログラムを実施した。

◎ ①

188

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑧セク
シュアル・
ハラスメ
ントや他
のあらゆ
るハラスメ
ント防止
への意識
づくり

◎あらゆるハラスメント防止の
ための意識啓発の充実
　セクハラやマタハラ、パワハ
ラ、ＳＯＧＩハラスメント等、あら
ゆるハラスメントの根絶に向
け、市民・事業所への意識啓
発を図り、より理解を深めてもら
うための講座の実施、情報提
供、広報周知、図書の提供等
に努めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知、図書
の提供、思春
期プログラムの
提供

Ａ

・ハラスメントに関連する書籍を
購入。
・市内公立全中学校を対象に思
春期プログラムを実施した。

◎ ①

189

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（１）あら
ゆる暴
力の根
絶

⑧セク
シュアル・
ハラスメ
ントや他
のあらゆ
るハラスメ
ント防止
への意識
づくり

◎セクシュアル・ハラスメントを
含め、あらゆるハラスメントの
ない自由な職場環境づくりの
推進
　関係機関や他自治体等で参
考となる研修プログラム等を参
考に、一般職員・管理職等に
対する実態に即した効果的な
研修実施を図ります。
　また、セクハラ等相談窓口の
充実や相談員の資質向上に努
めます。

人事課
職員及びセク
ハラ相談員研
修、広報・周知

Ａ

①新採用職員前期研修（ハラス
メントに関する周知）、新任グルー
プ長研修（ハラスメント）、服務・
旅費事務等基礎研修。
②ハラスメントに関するパンフレッ
トを毎年度通知。

○ ①

190

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（２）ＤＶ
等防止
のため
の意識
啓発と
教育の
充実

①市民へ
の正しい
理解の普
及

◎ＤＶ防止のための正しい知
識・理解を深めるための施策
の充実
　センター講座や市ホームペー
ジや広報紙、ＳＮＳ等を活用し
た情報提供、相談窓口周知の
ためのＤＶ相談カードや啓発用
リーフレットの配布等を行いま
す。
　また、「女性に対する暴力を
なくす運動」等の男女共同参画
に関連する取組週間・月間の
期間中は、市民向けにパネル
展やリーフレット等を活用した意
識啓発に努めます。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、パ
ネル展、ＤＶ相
談カードや啓発
用リーフレットの
作成、広報・周
知

Ａ

・2月3日（土）講座「｢刑法(性犯罪
規定)改正｣～何がどう変わったの
か～」
・3月7日（木）講座「中島幸子さん
が語る『性暴力被害』の実際」
・11月12日～「女性に対する暴力
をなくす運動」ポスター掲示、本
庁の電子掲示板に掲載。

◎ ①

191

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（２）ＤＶ
防止の
ための
意識啓
発と教
育の充
実

①市民へ
の正しい
理解の普
及

◎ＤＶ防止のための正しい知
識・理解を深めるための施策
の充実
　「児童虐待防止月間」等にお
いて、人権尊重のための意識
啓発のため、パネル展等で広く
広報・周知に積極的に取り組み
ます。また、加害者に対する意
識啓発についても検討します。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

パネル展等、Ｄ
Ｖに関するリー
フレット等配
布、広報・周知

Ａ

パネル展等、ＤＶに関するリーフ
レット等配布、広報・周知
１１月の「児童虐待防止月間」にお
いて、市役所1階で児童虐待防
止に関するパネル展示や広報な
は市民の友への掲載、ジュンク
堂でのパネルディスカッション等
を実施。市民へ面前DVが与える
子どもへの権利侵害について啓
発を行った。

◎ ①
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192

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（２）ＤＶ
防止の
ための
意識啓
発と教
育の充
実

②若年層
等への意
識啓発・
自尊心・
自己肯定
感を高め
る教育

◎若年層等へのあらゆる暴力
の根絶を図るための意識啓発
や自尊心・自己肯定感を高め
る取組の充実
　性暴力やデートＤＶ、ＳＮＳ等
による人権侵害などについて、
若年層へ正しい知識の理解を
深め、人権尊重意識の醸成を
図るための講座や情報提供、
広報・周知、図書の提供等に
努めます。

平和交流・
男女参画課

情報提供、広
報・周知、図書
の提供、意識
啓発用リーフ
レット作成、思
春期プログラム
の実施

Ａ

・2月3日（土）講座「｢刑法(性犯罪
規定)改正｣～何がどう変わったの
か～」
・3月7日（木）講座「中島幸子さん
が語る『性暴力被害』の実際」
・市内公立全中学校を対象に思
春期プログラムを実施した。

◎ ①

193

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（２）ＤＶ
防止の
ための
意識啓
発と教
育の充
実

②若年層
等への意
識啓発・
自尊心・
自己肯定
感を高め
る教育

◎若年層等へのあらゆる暴力
の根絶を図るための意識啓発
や自尊心・自己肯定感を高め
る取組の充実
　性暴力やデートＤＶ、ＳＮＳ等
による人権侵害などについて、
若年層へ正しい知識の理解を
深め、人権尊重意識の醸成を
図るための教育や、自尊心・自
己肯定感を高める取組に努め
ます。

学校教育課

人権教育、教
職員研修、関
連図書の情報
収集・提供、思
春期プログラム
実施への協力

Ａ

市内の全小中学校において人権
教育の全体計画を作成し、いじ
めや性の多様性、男女平等、性
暴力等について考える機会を計
画的かつ継続的に設け、人権意
識の向上に努めている。

◎ ①

194

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

①相談者
からの多
様なニー
ズへの対
応

◎相談体制の環境整備・支援
体制の拡充に向けた取組
　被害者が速やかに安心して
支援が受けられるよう、相談窓
口は関係課との連携を図り、二
次被害を防ぎ、相談しやすい
環境整備及び支援体制の拡
充に努めます。
　また、女性、子ども、高齢者、
障がい者、外国人、男性、多
様な性を生きる人についての
相談・支援について、関係機関
との連携を図り、支援体制の検
討に努めます。

平和交流・
男女参画課

相談室「ダイヤ
ルうない」、法
律相談、ＤＶ被
害者支援のた
めの庁内ネット
ワーク会議、情
報提供、広報・
周知、関係機
関との連携

Ａ

・「ダイヤルうない」にて９時～17時
（月曜～土曜）の間、電話相談を
受けている。必要に応じて、同行
支援を行っている。
・希望者には、毎月1回の法律相
談を実施している（4月、12月を除
く）

◎ ①

195

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

①相談者
からの多
様なニー
ズへの対

応

◎相談体制の環境整備・支援
体制の拡充に向けた取組
  被害者が速やかに安心して
支援が受けられるよう、相談窓
口は関係課との連携を図り、二
次的被害を防ぎ、相談しやす
い環境整備と、支援体制の拡
充の検討に努めます。

保護管理課

女性相談、ＤＶ
被害者支援の
ための庁内ネッ
トワーク会議、
関係機関との
連携

Ａ
関係機関と連携を図り相談者が
安心して支援を受けられる環境
づくりに努めている

◎ ①

196

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

①相談者
からの多
様なニー
ズへの対

応

◎相談体制の環境整備・支援
体制の拡充に向けた取組
  被害者が速やかに安心して
支援が受けられるよう、相談窓
口は関係課との連携を図り、二
次的被害を防ぎ、相談しやす
い環境整備と、支援体制の拡
充の検討に努めます。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

子ども家庭総
合支援拠点事
業、要保護児
童対策地域協
議会、関係機
関との連携

Ａ

要保護児童対策地域協議会：関
係機関（学校、保育園、民生委
員等）を対象に虐待防止に関す
る講義を実施し、虐待疑いの早
期発見のポイントについて周知を
図っている。それら身近な機関で
虐待を発見した際に速やかに子
育て支援室まで繋ぎを行うよう周
知を図っている。

◎ ①

197

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

①相談者
からの多
様なニー
ズへの対

応

◎相談体制の環境整備・支援
体制の拡充に向けた取組
  被害者が速やかに安心して
支援が受けられるよう、相談窓
口は関係課との連携を図り、二
次的被害を防ぎ、相談しやす
い環境整備と、支援体制の拡
充の検討に努めます。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

子育て世代包
括支援セン
ター事業の実
施、保健所との
連携

Ａ
相談件数1791件うち地域保健課
との連携７５７件

◎ ⑤
移管課にて利用者支援事業とし
て継続

198

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

①相談者
からの多
様なニー
ズへの対

応

◎ＤＶ加害者更生等への対
応
　ＤＶ加害者更生に関する情
報の収集・提供や相談窓口の
案内等に努めます。

平和交流・
男女参画課

情報提供 Ａ

・更生保護法人がじゅまる沖縄が
作成したポスターや案内カードを
掲示。
・更生保護法人がじゅまる沖縄主
催の「DV防止について考える講
座」の案内。

○ ①

199

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

②相談員
の各種研
修への参
加

◎相談体制の充実
　女性、子ども、高齢者、障が
い者、外国人、男性、多様な性
を生きる人などの被害者への
正しい理解と適切な助言を行う
ため、相談員研修の実施及び
外部専門研修への受講を促
し、相談員等の資質の向上と、
メンタルヘルスケアに努めま
す。

平和交流・
男女参画課

職員・相談員
研修、メンタル
ヘルスケア（研
修受講、相談
窓口の利用
等）

Ａ
・那覇市役所内の保健室の利用
や隔月でスーパーバイズを実施
し、相談員のケアに努めた。

◎ ①

32
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200

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

②相談員
の各種研
修への参

加

◎相談体制の充実
　女性、子ども、高齢者、障が
い者、外国人、男性、多様な性
を生きる人などの被害者への
正しい理解と適切な助言を行う
ため、相談員研修の実施及び
外部専門研修への受講を促
し、相談員等の資質の向上と、
メンタルヘルスケアに努めま
す。

保護管理課

職員・相談員
研修、メンタル
ヘルスケア（研
修受講、相談
窓口の利用
等）

Ａ

相談員研修として、おきなわCAP
センターによる「性暴力被害者支
援に係る関係機関従事者研修」
や、公益財団法人おきなわ女性
財団による「ＤＶ対策事業　ＤＶ
防止啓発講座」、その他関係機
関による各種研修を受講し、相談
員の資質向上に努めた。
庁内メンタルヘルス相談窓口の
利用を促し、相談員のメンタルヘ
ルスケアに努めた。

◎ ①

201

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

②相談員
の各種研
修への参

加

◎相談体制の充実
　女性、子ども、高齢者、障が
い者、外国人、男性、多様な性
を生きる人などの被害者への
正しい理解と適切な助言を行う
ため、相談員研修の実施及び
外部専門研修への受講を促
し、相談員等の資質の向上と、
メンタルヘルスケアに努めま
す。

子育て応援
課

職員・相談員
研修、メンタル
ヘルスケア（研
修受講、相談
窓口の利用
等）

Ａ

①職員・相談員研修、②メンタル
ヘルスケア（研修受講、相談窓
口の利用等）
家庭相談に対応する職員に対
し、児童虐待に関連する研修受
講を勧め、虐待に対する理解を
深め、支援の質の向上を図った。
また、職場カウンセリングを実施
し、職員のメンタルヘルスケアに
努めた。

◎ ①

202

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

③相談対
応の充実

◎窓口等相談対応の充実
　二次的被害を起こさないため
の対応マニュアルの作成や庁
内関係機関への情報提供・広
報啓発を実施します。
　また、庁内関係各課共通の
相談シート（ワンストップシート）
の導入、ワンストップ窓口等、
他自治体での取組や実施状況
を調査・研究し、ワンストップ窓
口設置の検討を進めます。

平和交流・
男女参画課

二次被害防止
マニュアル作
成、相談シー
ト・相談体制の
調査・研究、情
報提供・広報・
周知

Ｂ

庁内関係機関との各種連絡会議
を通して連携体制を構築し、相
談対応・連携はスムーズ実施で
きている。

－
他自治体での取組の情報収集を
行う

①

203

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

③相談対
応の充実

◎窓口等相談対応の充実
　市職員（非常勤・臨時含む）
のためのメンタルヘルスケアの
意識啓発や支援に努めます。

人事課

職員・相談員
研修、メンタル
ヘルス相談窓
口

Ａ

①新採用職員後期研修、現任３
年目研修、現任６年目研修、新
任グループ長研修、ラインケア研
修（課長級指名職員）を実施。
②産業医、保健師相談、出先機
関への巡回相談、心理相談員に
よるカウンセリング等を、アウトリー
チ的手法により積極的に展開して
いる。

◎ ①

204

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

④被害者
の安全確
保の徹底

◎関係機関との連携強化・各
種制度の周知
　ＤＶ被害者の一時保護施設
入所までの安全確保を庁内外
の関係機関、警察等と連携し
て支援します。また、ＤＶ被害
者へ「保護命令」や「住民基本
台帳事務における支援措置」
等の制度について周知します。

平和交流・
男女参画課

各種ネットワー
ク会議等での
関係機関との
情報交換・連
携強化、相談
員研修

Ａ
・自殺対策会議や要対協におい
て情報交換を実施。

◎ ①

205

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

④被害者
の安全確
保の徹底

◎関係機関との連携強化・各
種制度の周知
　ＤＶ被害者の一時保護施設
入所までの安全確保を庁内外
の関係機関、警察等と連携し
て支援します。また、ＤＶ被害
者へ「保護命令」や「住民基本
台帳事務における支援措置」
等の制度について周知します。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

各種ネットワー
ク会議等での
関係機関との
情報交換・連
携強化、相談
員研修

Ａ

①各種ネットワーク会議等での関
係機関との情報交換・連携強化
②相談員研修
児童虐待支援において、DVが絡
むケースについて、要対協個別
支援会議等を実施し、保護を視
野に入れた対応連携について女
性相談員等と役割分担等連携を
図った。

◎ ①

206

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

④被害者
の安全確
保の徹底

◎関係機関との連携強化・各
種制度の周知
　ＤＶ被害者の一時保護施設
入所までの安全確保を庁内外
の関係機関、警察等と連携し
て支援します。また、ＤＶ被害
者へ「保護命令」や「住民基本
台帳事務における支援措置」
等の制度について周知します。

保護管理課
女性相談、各
関係機関との
連携

Ａ
相談の際に関係機関と連携して
支援を行い、安全安心のための
制度周知を行っている

◎ ①

207

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

④被害者
の安全確
保の徹底

◎関係機関との連携強化・各
種制度の周知
　ＤＶ被害者の一時保護施設
入所までの安全確保を庁内外
の関係機関、警察等と連携し
て支援します。また、ＤＶ被害
者へ「保護命令」や「住民基本
台帳事務における支援措置」
等の制度について周知します。

ちゃーがん
じゅう課

各種ネットワー
ク会議等での
関係機関との
情報交換・連
携強化、相談
員研修

Ａ
①各種ネットワーク会議等での関
係機関との情報交換・連携強化
②相談員研修

◎ ①

33
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208

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

④被害者
の安全確
保の徹底

◎関係機関との連携強化・各
種制度の周知
　ＤＶ被害者の一時保護施設
入所までの安全確保を庁内外
の関係機関、警察等と連携し
て支援します。また、ＤＶ被害
者へ「保護命令」や「住民基本
台帳事務における支援措置」
等の制度について周知します。

障がい福祉
課

各種ネットワー
ク会議等での
関係機関との
情報交換・連
携強化、相談
員研修

Ａ

①関係機関の連携の場として、
高齢者虐待防止対応ネットワーク
会議や要保護児童対策地域協
議会等へ参加し、関係機関と情
報共有等行った。
②県などが主催する各種研修の
受講や、庁内各課が所管する事
業についての意見交換の場への
参加等により各種制度の理解を
深めた。

◎ ①

209

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑤DV被
害者等の
情報保護

◎ＤＶ被害者等の個人情報
保護の徹底
　住民基本台帳事務における
支援措置対象者の住民票等の
閲覧申出及び請求等に対する
制限を徹底し、支援措置者の
転出入時には各自治体とス
ムーズに情報提供・共有ができ
るよう、課内で職員研修を実施
し周知徹底を図ります。閲覧制
限の更新方法が被害者への負
担とならないような方法につい
て検討します。
また、窓口・電話等対応時にお
ける本人確認を徹底し、支援
措置者の情報保護に努め、対
応時には二次被害を与えない
よう配慮することを周知徹底し
ます。

ハイサイ市
民課

情報共有、窓
口対応職員へ
の周知徹底

Ａ

令和６年度ハイサイ市民課新任
者総合窓口研修を実施
５月１０日（金）及び５月２４日（金）
「住民基本台帳事務における支
援措置」

◎ ①

210

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎ＤＶ被害者等への支援の実
施
　市営住宅への新規入居申し
込み時においてＤＶ被害者等
の世帯への優先的な取り扱い
を実施します。

市営住宅課

一般申込者より
も入居確率が
高い優遇措置
の実施

Ａ
一般申込者よりも入居確率が高
い優遇措置を実施した。

◎ ①

211

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎各種支援策の実施・利用促
進
　相談者の状況に応じ、母子
生活支援施設入所を実施しま
す。また、保護命令等が出てい
る世帯への児童扶養手当の申
請手続きを実施します。

子育て応援
課

施設入所案
内、各種支援
策の情報提
供・利用案内

Ａ

①助産施設入所
②母子生活支援施設入所
③DV保護命令で保護されている
父又は母に対する児童扶養手当
支給
④各種支援策の情報提供・利用
案内

◎ ①

212

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎各種支援策の実施・利用促
進
 各種制度・サービスについて
の情報提供や、相談者の状況
に応じ、那覇市パーソナルサ
ポートセンターや生活保護の活
用等、利用できる社会資源の
情報提供に努めます。

保護管理課

福祉相談、女
性相談
各種支援策等
の社会資源の
情報提供・利
用案内

Ａ
福祉相談、女性相談を通して、
相談者のニーズに応じた社会資
源の情報提供に努めている

◎ ①

213

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎各種支援策の実施・利用促
進
　相談者の状況に応じ、必要な
場合は、住民基本台帳事務に
おける支援措置制度の紹介や
利用を勧めます。

ハイサイ市
民課

支援措置制度
の情報提供、
申し出者の状
況に応じた関
係機関への連
携

Ａ
①支援措置制度の情報提供
②申出者の状況に応じた関係機
関を案内している。

◎ ①

214

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎各種支援策の実施・利用促
進
　保護命令等が出ている世帯
の国民健康保険の加入につい
て支援します。

国民健康保
険課

各種支援策等
の情報提供、
利用案内

Ａ
①保護命令等が出ている世帯の
国民健康保険加入手続きについ
て相談を受け、案内した。

◎ ①

34
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215

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑥自立に
向けた支
援

◎就職・再就職・起業等の就
労支援
　相談者の状況に応じ、必要な
場合は、就労に向けた情報提
供や就職活動までの支援を実
施します。

商工農水課

なはし創業・就
職サポートセン
ター講座・セミ
ナー、相談窓
口の活用

Ａ

・就労や技術習得支援として、
「就職活動の基本」や「履歴書の
書き方」、「面接対策」、「求人の
探し方」といった就職活動の基礎
となるものや、「就活メイクのポイ
ント」、「超初心者向けパソコン基
礎講座」、「就職活動のための時
間管理」といった女性の社会復帰
にも活用できるセミナーを開催。
・創業支援として、「個人事業主
向けの確定申告」、「資金調達の
方法」、「SNS集客の始め方」、
「事業計画書の作り方」、等のセミ
ナーを開催するとともに各支援機
関の情報提供も実施。
・令和6年3月末時点利用者数
1,556名
内訳(創業：813名、就職：743名)

◎ ①

216

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑦子ども
の保護・
支援

◎ＤＶ被害者保護に係る子ど
もの安全確保・支援の実施
　保育所への入所要件を緩和
します。　また、市立小学校に
併設する認定こども園の転園の
手続きや就学援助など適切な
対応を行います。

こどもみらい
課

所定機関の入
所要請あれ
ば、最優先で
の入所措置を
実施。関連部
署と連携した手
続き対応

Ａ
関連部署と連携し、所定機関か
らの入所要請に対応し、最優先
での入所措置を実施。

◎ ①

217

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑦子ども
の保護・
支援

◎ＤＶ被害者保護に係る子ど
もの安全確保・支援の実施
　ＤＶ避難に伴う転出入取り扱
いマニュアルを活用し、市立
小・中学校の転校手続きや就
学援助など、対象者に寄り添っ
て対応します。

学務課

ＤＶ避難に伴う
転出入取り扱
いマニュアルの
周知、マニュア
ルに準じた対
応の実施

Ａ
ＤＶ避難に伴う転出入取り扱いマ
ニュアルの周知、マニュアルに準
じた対応の実施

○ ①

218

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑦子ども
の保護・
支援

◎ＤＶ被害者保護に係る子ど
もの安全確保・支援の実施
　子どもの学校内での安全確
保のために、転校前・転校後の
学校間の連携を図ります。
　また、「ＤＶ避難にともなう転
出入対応マニュアル(学校用）」
を全職員間で共有し、特に学
校の管理下にある間の子どもの
安全確保・支援を実施します。

学校教育課

庁内外の関係
機関と連携した
対応・支援の
実施

Ａ

転校前・転校後の学校間の連携
を図った。「ＤＶ避難にともなう転
出入対応マニュアル(学校用）」を
もとに子どもの安全確保・支援を
実施

◎ ①

219

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（３）相
談体制
及び被
害者支
援体制
の充実

⑦子ども
の保護・
支援

◎ＤＶ被害者保護に係る子ど
もの安全確保・支援の実施
　公認心理師・臨床心理士等
によるカウンセリングの充実と
子どもの心理的安定を図りま
す。

教育相談課

公認心理師・
臨床心理士等
やスクールカウ
ンセラー等によ
る相談やカウン
セリング等によ
る各種支援策・
メンタルヘルス
関連事業の実
施

Ａ
相談室「はりゆん」による来所相
談、電話相談

○ ①

220

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

①医療関
係者との
連携

◎医療機関等との連携協力
　必要時に、本市のＤＶ等防止
のための庁内関係機関や関連
施策、関連業務、主催講座や
講演会・研修等の情報提供
や、国や関係機関からの通知
や案内等の周知を図ります。

平和交流・
男女参画課

必要時に市立
病院や那覇市
医師会、各関
係機関等との
相互の情報提
供・連携協力

Ａ
・市立病院や関係病院へ、セン
ターだよりを送付し、情報提供を
行った。

○ ①

221

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

②地域の
支援者と
の連携

◎地域の支援者、支援機関と
の連携強化
　民生委員・児童委員等の福
祉関係者や、その他関係機関
との連携を図ります。

福祉政策課

民生委員・児
童委員等の福
祉関係者への
情報提供・連
携協力

Ａ

①避難行動要支援者名簿を作
成し、 民生委員や自治会などの
避難支援等関係者からの申請に
基づき名簿情報の提供を行い、
見守り活動に活用している。
　また、毎年、民生委員児童委員
連合会、自治会長会連合会、社
協、行政の四者の各会長・部長
等で地域課題について四者意見
交換会を行なっている。

◎ ①

35



施策
番号

基本
目標

基本
課題
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222

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

②地域の
支援者と
の連携

◎地域の支援者、支援機関と
の連携強化
　自治会や小学校区まちづくり
協議会などの地域活動の場に
おいて、関係機関との連携を
図り、情報共有の場を提供しま
す。

まちづくり協
働推進課

自治会長会定
例会、小学校
区まちづくり協
議会等での情
報共有

Ａ

・各小学校区まちづくり協議会の
定例会等の場での情報共有
・毎月の自治会定例会の場での
情報共有

◎ ①

223

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

③学校教
育施設・
児童福祉
施設等と
の連携

◎被害者と子どもの安全に配
慮した対応促進・連携強化
　要保護児童対策地域協議会
の代表者会議及び実務者会
議、個別支援会議等により、関
係機関との連携を図ります。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

要保護児童対
策地域協議会
等の開催による
各関係機関等
との情報共有、
連携強化

Ａ

要保護児童対策地域協議会等
の開催による各関係機関等との
情報共有、連携強化
児童虐待支援において、DVが絡
むケースについて、要対協個別
支援会議等を実施し、対応につ
いて女性相談員等と役割分担等
連携を図った。

◎ ①

224

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

③学校教
育施設・
児童福祉
施設等と
の連携

◎被害者と子どもの安全に配
慮した対応促進・連携強化
　生徒指導主事連絡協議会で
中央児童相談所、子育て支援
室と連携して研修を行います。

学校教育課

生徒指導主事
連絡協議会で
の研修実施、
各学校への広
報周知

Ａ

生徒指導主事連絡協議会で研
修実施し、各学校への広報周知
を行った。児相・子育て支援室と
の連携対応。

◎ ①

225

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

③学校教
育施設・
児童福祉
施設等と
の連携

◎子どもへの虐待を早期発見
できるよう学校等での支援体
制の構築・連携強化
　各学校の教職員をはじめ、生
徒サポーターや教育相談支援
員、子ども寄添い支援員等を
活用し、日々の観察を行い、必
要に応じて個別支援会議を開
催します。

学校教育課

各学校の教職
員、サポーター
等を活用した
観察の実施

Ａ
各学校の教職員、サポーター等
を活用した観察の実施。必要に
応じて個別支援会議を開催。

◎ ①

226

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

③学校教
育施設・
児童福祉
施設等と
の連携

◎子どもへの虐待を早期発見
できるよう学校等での支援体
制の構築・連携強化
　各学校の教職員をはじめ、生
徒サポーターや教育相談支援
員、子ども寄添い支援員等を
活用し、日々の観察を行い、必
要に応じて個別支援会議を開
催します。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

学校や保育園
等関係機関と
調整し個別支
援会議を開催

Ａ

学校や保育園等関係機関と調整
し個別支援会議を開催
個別支援のケースについて、所
属先の学校と共有し、児童の日
常的な見守り依頼を実施。また、
校長会、中堅教員を対象に児童
虐待防止について講義を行い、
虐待の早期発見と防止について
支援体制を構築を図った。

◎ ①

227

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連
携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

平和交流・
男女参画課

各団体等との
ネットワーク会
議等への参加

Ａ

各研修や意見交換会に参加
・ＤＶ被害等女性及び子どもの支
援関係者情報交換会（民間団体
主催）
・ＤＶに関する相談員基礎研修
（沖縄県主催）
・てぃるるDV防止啓発講座（おき
なわ女性財団主催）

◎ ①

228

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連

携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

保護管理課
各団体等との
ネットワーク会
議等への参加

Ａ

沖縄県開催の「沖縄県配偶者等
からの暴力対策連絡会議」や、
ちゃーがんじゅう課主催の「那覇
市高齢者虐待防止対応ネット
ワーク会議」他、各団体等との
ネットワーク会議等へ参加し、連
携強化を行っている

◎ ①

229

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連

携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

こどもえがお
相談課
（こども家庭
センターな
は）

要保護児童対
策地域協議
会、各団体との
ネットワーク会
議等への参加

Ａ

①要保護児童対策地域協議会、
②各団体とのネットワーク会議等
への参加
要保護児童対策地域協議会の
実務者会議を開催し（年３回）、
児童虐待防止に関する課題や連
携について意見交換を実施。

◎ ①

36



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
効果

改善策
（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
方向性

今後の取り組み
（①以外を選択した場合）

230

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連

携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

障がい福祉
課

各団体等との
ネットワーク会
議等への参加

Ａ

各団体との会議等については、
開催状況に応じて参加している。
また、事案に応じて各関係機関と
連携を図りながら対応している。

◎ ①

231

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連

携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

ちゃーがん
じゅう課

各団体等との
ネットワーク会
議等への参加

Ａ
各団体等とのネットワーク会議等
への参加

◎ ①

232

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

④関係機
関・団体
等との連

携

◎庁外関係機関との連携・協
力体制の強化
　沖縄県女性相談所、沖縄県
配偶者暴力相談支援セン
ター、沖縄県児童相談所、那
覇警察署、豊見城警察署、地
域包括支援センター、民間支
援団体等、関係機関との連携・
協力体制を強化し、迅速に対
応できるよう努めます。

市民生活安
全課

人権擁護ネット
ワーク会議へ
の参加

Ａ
市役所窓口へのチラシの設置や
集会等への参加

○ ①

233

５ 暴力
のない
社会づ
くり（那
覇市配
偶者等
からの
暴力の
防止及
び被害
者支援
に関す
る基本
計画）

（４）関
係機関
との切
れ目な
い支援
のため
の連
携・協
力

⑤庁内機
関との連
携

◎ＤＶ被害者支援のための庁
内ネットワーク会議等の活用
　庁内関係課で、ＤＶ被害者
支援（女性、子ども、高齢者、
障がい者、外国人、男性、多
様な性を生きる人）について、
情報交換・事例検討・調査研
究等を行い、庁内の支援体制
の連携強化につなげます。

平和交流・
男女参画課

庁内ネットワー
ク会議の開催

Ｂ

・DV被害女性及び子どもの支援
関係者情報交換会、若年妊産婦
支援関係課連絡会、県ワンストッ
プ支援センター医療関係者研修
、市高齢者虐待防止ネットワーク
会議、他　多数の関係機関会議
へ出席し、情報交換・連携体制
の構築に務めた

－ ネットワーク会議の議題を検討 ①

234

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（１）ダイ
バーシ
ティを
推進す
る活動
拠点施
設の機
能の拡
充

①ダイ
バーシ
ティを推
進する活
動拠点施
設として
の「なは
女性セン
ター」の機
能拡充

◎なは女性センターの機能拡
充と運用の改善
　男女共同参画社会の実現を
目指す本市の活動拠点とし
て、また、女性の地位向上とと
もに、ダイバーシティ（多様性の
受容）を推進する役割を担う施
設として、なは女性センターの
機能拡充を図ります。

平和交流・
男女参画課

なは女性セン
ターの機能拡
充に向けた調
査・研究・広報

Ｃ 他業務を優先して行った －
他自治体での取組の情報収集を
行う

①

235

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（１）ダイ
バーシ
ティを
推進す
る活動
拠点施
設の機
能の拡
充

②ダイ
バーシ
ティ推進
に関する
ＮＰＯや
団体等と
の連携

◎男女共同参画関連のＮＰＯ
や団体等との情報交換及び
交流の促進
　男女共同参画やダイバーシ
ティの取組を行っているＮＰＯ
等団体との意見交換や交流、
市民向けの講座の企画、情報
提供など、相互連携に努めま
す。

平和交流・
男女参画課

センター講座、
情報提供、広
報・周知

Ａ

・5月27日（土）講座「ダイバーシ
ティ＆インクルージョン（Diversity
＆Inclusion）～違いを認め、つな
がり合う社会に向けて～」

◎ ①

236

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓
発

◎市職員の男女平等・多様性
を受容する意識の啓発
　市職員の意識啓発を図るた
めの研修等を実施します。
  また、男性職員が、育児休
業・休暇制度を積極的に取得
できるような職場環境の整備を
図ります。

人事課
職員研修、情
報提供

Ａ

①新採用職員前期研修（接遇講
座、男女共同参画）、新採用職
員後期研修（両立支援制度）
②子育てと仕事の両立支援ハン
ドブック（制度編）、（Q＆A編）とし
て改定し通知。

◎ ①

37



施策
番号

基本
目標

基本
課題

事業の
方策

具体的施策 担当課 事業等 実施状況
実施できていない理由

（Ａ以外を選択した場合）
実績

※実施した事業

基本課題に
対する
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（◎、〇以外を選択した場合）

今後の
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今後の取り組み
（①以外を選択した場合）
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第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓
発

◎市職員の男女平等・多様性
を受容する意識の啓発
　男女共同参画に加え、多様
性を受け入れるという観点か
ら、職場環境の実態把握、意
識調査を実施し、その結果に
基づいた市職員への意識啓発
を図るための研修を実施し、ま
た、人事課の職員研修実施を
働きかけます。

平和交流・
男女参画課

職員研修・職
員意識調査

Ａ
・新規採用職員へ男女共同参画
についての研修及びアンケート実
施。

◎ ①

189

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓
発

【再掲】◎セクハラを含め、あ
らゆるハラスメントのない自由
な職場環境づくりの推進
　関係機関や他自治体等で参
考となる研修プログラム等を参
考に、一般職員・管理職等に
対する実態に即した効果的な
研修実施を図ります。
　また、セクハラ等相談窓口の
充実や相談員の資質向上に努
めます。

人事課
職員及びセク
ハラ相談員研
修、広報・周知

Ａ

①新採用職員前期研修（ハラス
メントに関する周知）、新任グルー
プ長研修（ハラスメント）、服務・
旅費事務等基礎研修。
②ハラスメントに関するパンフレッ
トを毎年度通知。

○ ①

61

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓
発

【再掲】◎障害者差別解消法
の広報・周知と取組の推進
 2016（平成28）年４月施行の
「障害者差別解消法」の市民・
事業者・市職員への周知を徹
底し、障害を理由とする差別を
なくし、合理的配慮の提供を推
進していきます。
　また、本市では、障がいのあ
る方に配慮した窓口対応、通
知や書類・広報、庁舎内の環
境整備と、市職員の合理的配
慮についての意識啓発を推進
していきます。

障がい福祉
課

広報・周知、情
報提供、庁内
における「合理
的配慮」に関す
る取組の推進

Ａ

①12/3～12/9の障害者週間にあ
わせて、法の周知等を行うため
に、庁内ロビーにて権利擁護に関
するパンフレット等の設置、庁内
モニター・市公式ホームページ・
「広報なは市民の友12月号」への
掲載（週間の啓発）等を行った。
②差別に関する相談に対応する
とともに、①の週間啓発とあわせ
て庁内インフォメーションにおい
て「職員対応マニュアル」の周知
を改めて行った。

◎ ①

7

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓

発

【再掲】◎市の刊行物に関す
るガイドラインの普及啓発
　本市の刊行物では、固定的
な性別役割分担意識や性差に
関する偏見などの表現を解消
し、男女共同参画を推進する
ため、市職員へ国のガイドライ
ンの周知に努めます。

平和交流・
男女参画課

市職員へ国の
ガイドラインの
周知

Ｂ
市のガイドライン策定に向けた業
務を行う時間が確保できなかった

－
他自治体で作成されたガイドライ
ンの事例を収集する

①

8

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

①市職員
等の男女
共同参画
意識の啓

発

【再掲】◎市の刊行物に関す
るガイドラインの普及啓発
　固定的な性別役割分担意識
からくる表現など、男女共同参
画の推進にふさわしくない表現
を行わないために市職員へガ
イドラインの普及啓発に努めま
す。

秘書広報課

広報・広聴担
当者研修等で
の情報提供・
意識啓発

Ａ
広報広聴主任研修を実施。その
際資料を配布。

◎ ①

238

第４章
推進体
制
個人や
個性を
尊重
し、多
様な生
き方
（性）が
認めら
れる社
会の実
現に向
けた体
制づくり

（２）推
進体制
の充実

②国・県・
関係機関
との連携

◎国・県・関係機関との連携
のための会議等への参加
　各関係機関、団体等との連
絡会議等へは積極的に参加
し、意見交換・情報共有を図り
ます。

平和交流・
男女参画課

ネットワーク会
議等への参加

Ａ

・男女共同参画センター等関係
者連絡会議へ参加。
・市町村男女共同参画行政主管
課長会議へ参加。
・生活困窮者自立支援庁内連携
推進会議担当者部会へ参加。

◎ ①

38


